
第1５回原子力事業者防災訓練報告会
説明資料

令和５年７月２６日

原子力規制庁

緊急事案対策室

資料1

＊波線部は訓練報告会後に修正
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九州電力
川内原子力発電所

指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11

A A AAAA A A A A A A A A
【訓練の概要】

計器故障（蒸気発生器狭域水位）によりプラント状況の把握が困難な状況における代替手段による対応の検討・事
故収束対応や、現場指揮者の判断能力向上を目的として主蒸気管室での火災発生を想定した現場実動訓練を実施する
など、難易度の高い訓練が実施された。

【主な良好事例や課題・対策】
・課題：発電所対策本部内で情報が輻輳し、報告事項が同時期に重なる場合に報告に時間がかかり、報告すべき事項

がタイムリーに報告できないおそれがあった。
対策：発話が簡潔・明瞭になるよう発話ポイントを整理し、勉強会などで周知する。

・規制庁コメント（良好事例含む）：九州電力は第２５条報告の発出タイミングの考え方について、２時間以内を目
途とし、以後２時間以内に継続して発出するとしているが、他事業者と比較して長い間隔であり、適切な間隔につ
いては検討の余地がある。

【総評】
概ね適切に訓練が実施され、各重点項目の実施内容の対応および課題改善策が有効であったと認められる。

14

九州電力
玄海原子力発電所

指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標10 指標11

A A AAAA B A A A A A A A
【訓練の概要】

CV高レンジエリアモニタの指示に偏差が発生する事象に対し関連パラメータにより計器故障の判断させるなど、
判断能力の向上に資する訓練が実施された。

【主な良好事例や課題・対策】
・課題：通報連絡文について、ＥＡＬ判断時刻やＥＡＬ該当事象の発生時刻に記載の誤りがあった。

対策：ＥＡＬ該当事象の発生時刻や発出したＥＡＬの判断時刻を一元的に管理する一覧表を作成し、確認する要員
を配置するとともに、発電所対策本部要員が閲覧しやすい箇所へ掲示することで共通認識を図る。

・規制庁コメント（良好事例含む）：大津波警報時の屋外作業再開要件について、即応センターからは「様子を見な
がら」という曖昧な表現であったが、作業手順に基づき丁寧かつ正確な説明に務めるべき。

【総評】
緊急時対応組織の実効性向上に係る訓練の試行に積極的に取り組んでおり、概ね適切に訓練が実施され、各重点項

目の実施内容の対応および課題改善策が有効であったと認められる。

14
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１ 令和４年度訓練結果（実用発電用原子炉）

【参考】令和４年度ＥＲＣプラント班アンケート結果

15

大変良い 大変悪い

＋５ ＋４ ＋３ ＋２ ＋１

ａ ｂ ｃ

３以上
２以上
３未満

２未満

設問の例
①即応センターから、プラントの現況、新たな事象の

発生、線量の状況、負傷者の発生等について、必要
な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報提供され
ていましたか？
ポイント：断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した

現況をわかりやすく説明している

対象指標 ：指標２ ＥＲＣプラント班との情報共有
指標３ 情報共有のためのツール等の活用

アンケート対象：ＥＲＣプラント班（オンサイト総括含む）の訓練
参加者全員

算出方法 ：加重平均により算出

重み

（実用発電用原子炉、ＪＡＥＡ･ＪＮＦＬ共通）

C

２以上 ２未満

指標３

指標２

指標３

指標２

ａ ｂ

３以上
２以上
３未満

注：令和5年度より黄色ハッチング部を追加
15
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１ 令和５年度の訓練に向けた評価指標の見直し（１／５）

23

観点 ERCプラント班のニーズに合致した情報共有
○指標２ ERCプラント班との情報共有
・事業者からERCプラント班への情報共有に関し、一方的な情報提供に留まっていないか検証できるよう、評価対

象の考え方をより明確化する。

指標２－１～２－３の基準、評価対象の考え方（令和４年度）

実用炉:指標２

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラント
の状況

指標２については、２－１～２－３
についてそれぞれ以下の基準により
個別評価する。

ａ：必要な情報に不足や遅れがな
く、積極的に情報共有が行われ
ている

ｂ：特段の支障なく情報共有が行
われている

ｃ：情報共有に支障があり、改善
の余地がある

（略）

（略） 事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更と
いった状況変化時や、適時に施設全体を俯瞰した
現況について、テレビ会議システム等での発話等
により説明ができたかを評価の観点とする。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員
へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

２－２
進展予測と事故
収束対応戦略

（略）

２－３
戦略の進捗状況

（略）

詳細は 「別添２ 評価指標見直し（実用発電用原子炉）（案）」参照

指標２－１～２－３の基準、評価対象の考え方（令和５年度）（赤字が変更箇所）

見直しの観点など

現行指標を継続する。

【補足説明】
（略）

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラント
の状況

指標２については、２－１～２－３
についてそれぞれ以下の基準により
個別評価する。

ａ：必要な情報に不足や遅れがな
く、積極的に情報共有が行われ
ている

ｂ：特段の支障なく情報共有が行
われている

ｃ：情報共有に支障があり、改善
の余地がある

（略）

（略） 事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更と
いった状況変化時や、適時に施設全体を俯瞰した
現況について、テレビ会議システム等での発話等
により説明ができたかを評価の観点とする。

また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員
へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

積極的に情報提供が行われたかという観点のみ
ならず、ＥＲＣの各担当のニーズや要請に応じて
適切なタイミングで行われていたかという観点で
評価すること。

２－２
進展予測と事故
収束対応戦略

（略）

２－３
戦略の進捗状況

（略）

見直しの観点など

現行指標を継続するが、評価対象の考え方の一部を明確化する
とともに、参加要員が実発災を想定したものでなかった事例を踏
まえて評価指標２－４を新設。

【補足説明】
（略）
・２－１～２～４の評価にあたり、一方的な情報提供ではなく、ニー
ズに応じた情報提供が行われたか検証できるように評価対象の
考え方に明記する。
・２－４の評価についてはアンケートによらず２－１～２－３の評価
とは独立した評価を行う。

23
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１ 令和５年度の訓練に向けた評価指標の見直し（２／５）

24
詳細は 「別添２ 評価指標見直し（実用発電用原子炉）（案）」参照

指標２－４の基準、評価対象の考え方（令和５年度）（新規）

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

２－４
要員の育成・
配置

要員の育成計画
が適切に策定さ
れており、実発
災を想定した配
置で訓練を実施
した。

要員の育成計画
が適正に策定さ
れており、限定
的な想定の配置
で訓練を実施し
た。

要員の育成計画
が策定されてい
ない。

①緊急事対応要員の適切な育成・配置計画が明
文化されていること。
②育成・配置計画は実発災を想定した適切なも
のであり、訓練時にこの計画に基づき要員配置
されていること。なお、育成計画の一環として
訓練時に緊急参集が出来ない者の参加を否定す
るものではないが、参加要員の３割を上回らな
いこと。この場合、「限定的な想定」に該当。
③全ての参加者が実要員の場合、「実発災を想
定した配置」に該当する。

見直しの観点など

現行指標を継続するが、評価対象の考え方の一部を明確化する
とともに、参加要員が実発災を想定したものでなかった事例を踏
まえて評価指標２－４を新設。

【補足説明】
（略）
・２－１～２～４の評価にあたり、一方的な情報提供ではなく、ニー
ズに応じた情報提供が行われたか検証できるように評価対象の
考え方に明記する。
・２－４の評価についてはアンケートによらず２－１～２－３の評価
とは独立した評価を行う。

○指標２ ERCプラント班との情報共有（続き）
・事業者からERCプラント班への情報共有を担う即応センター要員やリエゾン要員に関し、要員の計画的な育成と

適切な配置が行われるよう促すため、評価指標を明確化する。

24
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１ 令和５年度の訓練に向けた評価指標の見直し（３／５）

25

観点 通報文の確実な送達
○指標４ 確実な通報・連絡の実施
・FAX送信操作を行った後、通報文がERCに未達であった事例を踏まえ、確実なFAX送達完了を促すため、評価の

考え方を明確化する。

指標４の基準、評価対象の考え方（令和４年度）

実用炉:指標４

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

確実な通報・連絡
の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠
の説明
③１０条確認会議
等の対応
④第２５条報告

４
つ
該
当

３
つ
該
当

２
つ
以
下

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行
われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る
通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全ての通報、連絡
及び報告について、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見し訂正報が確実に行
われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）
に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬ
の判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議
を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できたか、会議におい
て組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切かつ簡潔に
行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価
する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目（発生事象と対
応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニタ・気象情報など）の
記載の有無）について評価する。

詳細は 「別添２ 評価指標見直し（実用発電用原子炉）（案）」参照

指標４の基準、評価対象の考え方（令和５年度）（赤字が変更箇所）

見直しの観点など

現行指標を継続する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５
条事象に係る通報に対して評価し、この訂正報は評価に含め
ない。また、参考として、全ての通報・連絡及び報告の、誤記、
記載漏れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑み、通報FAXの到着を待
たずに対応することを期待している。EAL判断から認定/確認ま
での時間を確認し、時間を要している場合は一連の対応に問
題がなかったかを確認して評価する。また、会議において組織
を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等
の説明しているか、その内容が適切かつ簡潔であるか確認す
る。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏ま
え、期待する間隔とタイミング、期待する報告内容について確
認する。

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

確実な通報・連絡
の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠
の説明
③１０条確認会議
等の対応
④第２５条報告

４
つ
該
当

３
つ
該
当

２
つ
以
下

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行
われているか評価する。
①（略）
②（略）
③（略）
④（略）
なお、①及び④の通報文は、送信操作だけではなく送付先に着信していない場合は「確実な
通報・連絡の実施」に該当しない。

見直しの観点など

現行指標を継続するが、通報文が未達であった事例を踏まえ
て評価対象の考え方の一部を明確化する。

【補足説明】
①（略）
②（略）
③（略）
④（略） 25
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１ 令和５年度の訓練に向けた評価指標の見直し（４／５）

26

指標９の基準、評価対象の考え方（令和４年度）

見直しの観点など

現行指標を継続する。

観点 より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の評価
○指標９ 後方支援活動 → 「緊急時対応組織の能力の向上」に置き換え
・これまで、事業者防災訓練においては、即応センター及び緊急時対策所を中心に緊急時対応組織の一部の活動のみ

を評価してきたが、今後は緊急時対応組織全体の実効性向上を促すため、より広範囲な緊急時対応組織の参加・連
携を求め、その実効性を評価する指標として改める。

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

実
動
が
３
つ

実
動
が
２
～
１

実
動
な
し

事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況
を評価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実
際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。実動で訓練を行
わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ
連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。

後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

指標９の基準、評価対象の考え方（令和５年度）（赤字が変更箇所）

見直しの観点など

後方支援のみならず緊急時対応組織全体としてのの能力の
向上のため、後方支援活動に関する指標を本指標に置き換え
る。

なお、指標９－１については参考として掲載することとするが、
将来的には中期計画に関する評価指標として独立させたうえ
で運用開始することとする。

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

９－１
緊急時対応組織の実効性向上
に係る中期計画

９－２
緊急時対応組織の実効性向上
に係る年度計画

９－３
緊急時対応組織の実動訓練

９－４
緊急時対応組織の実効性向上
に係るより現実的な実動を伴
う訓練設定

９－５
緊急時対応組織の実効性向上
に係る支援活動の実施

詳細は
「別添２ 評価指標見直し

（実用発電用原子炉）（案）」
参照

実用炉:指標９

26
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１ 令和５年度の訓練に向けた評価指標の見直し（５／５）

27

観点 訓練に係るPDCAサイクルの評価詳細化
○指標１１ 訓練結果の自己評価・分析
・訓練に係る事業者の自己評価・分析が定着してきており、より実効性のある評価・分析を促すため、評価の考え方

をより詳細化するとともに、課題のみならず良好事例についても水平展開を促す。

指標１１の基準、評価対象の考え方（令和４年度）

実用炉:指標１１

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

訓 練結 果 の自己評
価・分析
①問題点から課題の
抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏
まえた対策

①～③が
実施され
ている

①及び②
まで実施
されてい
る

①のみ
実施

訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その課題に対する原因分
析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防
災訓練実施結果報告書の記載により確認する。

①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何ができて何ができな
かったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が
行われ原因を深掘りして分析されていることを確認する。

なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、この指標で確認する。

詳細は 「別添２ 評価指標見直し（実用発電用原子炉）（案）」参照

指標１１の基準、評価対象の考え方（令和５年度）（赤字が変更箇所）

見直しの観点など
現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘
で課題の抽出からや
り直す社があったた
め、自主的に課題を
抽出することを促す

指標
基準

評価対象の考え方など
Ａ Ｂ Ｃ

訓練結果の
自己評価・
分析

（継続的な
向上）
ＰＤＣＡを
回し、１つ
上のレベル
に到達し、
これを繰り
返すことで
継続的な向
上に繋がっ
ている（ス
パイラル
アップが出
来ている）。

（現状の維持）
ＰＤＣＡを回しているも
のの、現在のレベルを維
持している。
・検証・評価ができてい
ない
・計画で設定した目標と
比較し、目標に近づいた
のか評価していない
・改善点が見つからない
・改善案が適切ではない
・次のサイクルで目標、
課題を設定せずにPDCAサ
イクルを回す 等

（Ａ，Ｂ以
外）
ＰＤＣＡが
回っていない。
・同様の問題
が毎年繰り返
し確認されて
いる 等

訓練実施及び訓練結果の自己評価において、【C】適切に検証・評価がされ、【A】評価にし
たがって改善すべき事項が抽出され、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練
実施結果報告書等により確認する。
①計画された目標の達成基準に基づき適切に評価が行われたか
②改善すべき事項の抽出がされているか
（目標未満の成果）目標を下回る成果や新たに見つかった問題について、原因の分析がされて
いるか
（目標以上の成果）目標を上回る成果や継続すべき良好な行動について、要因の分析がされて
いるか
③改善すべき事項について、具体的な対策が図られている、あるいは、改善に取り組んでいる
か

②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを
確認する。

なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価、指標９で確認する緊
急時対応組織の能力の向上に係る自己評価や改善状況についても、この指標で確認する。

本指標に基づく評価に当たり、悪い点だけではなく、緊急時対応能力の向上に繋げる観点で、
良い点についても抽出・分析が行われ、必要に応じて組織間で共有されるかなど確認する。

見直しの観点など

課題の分析だけで
はなく良好事例も
含めた自己評価・
分析を行うこととす
るため改定する。

27
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２ 令和５年度の事業者防災訓練の取り組み等

（１）１０条確認会議および１５条認定会議

28

テレビ会議等

FAXによる通報も並行して実施
(電話による着信確認含む)

事業者のテレビ会議等

１０条確認会議、１５条認定会議の取組
○特定事象の発生について、即応センター※とＥＲＣはテレビ会議等でリアルタイムに事実確認を行い、

ＦＡＸによる通報の着信を待つことなく迅速に対応する

緊急時対策所

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

官邸

官邸プラント班委員長総理

上申

委員

委員

即応センター※

（ERC対応ブース等）

ＥＲＣ対応者（事業者幹部等）

ＳＥ

判断

（原子力防災管理者）

１０条確認会議、１５条認定会議

通報文を作成
FAX

ＧＥ

通報

10条確認会議・15条認定会議の流れ
○ＦＡＸによる通報の着信を待たず、事業者、委員･幹部の

参集によりテレビ会議等で開催
○組織を代表する者が簡潔に説明

①発生事象(原子力防災管理者が特定事象の発生を判断した時刻含む)

②事象進展の予測
③事故収束対応 など

○原子力規制委員会として確認（認定）

※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

令和５年度継続

通報の内容
・発生した事象
・特定事象の発生時刻(原子力防災管理者が特定

事象の発生を判断した時刻)
など

28
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２ 令和５年度の事業者防災訓練の取り組み等

（２）原子力災害発生時におけるERCプラント班と事業者との情報共有

29

令和５年度継続

原子力災害発生時において、政府は数万人～数十万人に及ぶ住民避難を行わせる必要があるか否かの判断が求められ
る。このため、ERCプラント班は、原子力施設の事故の現状のみならず、事故の進展予測、収束対応戦略、その進捗
状況といった以下の情報を迅速かつ正確に把握する必要がある。

また、事故収束対応において、政府と事業者の連携の必要性が生じる可能性も考えられる。

上記情報は、ＣＯＰ等を用い、戦略変更するような事象の急変後や一定時間ごとに全体を俯瞰した情報の共有が
なされることを求める。
仮にＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有が
なされることを求める。
これらにより、発電所－本店－ＥＲＣ※お互いが、最新の事故の状況、対応に係る共通認識を持ち、事故対応に当
たる。

2018年10月11日版

※即応センターが求められていない事業者は､「即応センター」を「緊急時対策所」に､「発電所－本店－ＥＲＣ」を「緊急時対策所－ＥＲＣ」に読み替える。

○ERCプラント班が即応センター※に求める情報

発生事象、現在のプラントの状況、線量の
状況等の現況に係る速やかな情報共有

発生した事象、プラントの現状、その程度の説明
（情報例）事象発生前の状況、発生した事象（事故）の概要、

現状設備の稼働状況（運転中、待機中、使用不可
等の別） 等

上記②で説明のあった戦略の具体的な進捗の説明
（情報例）各戦略の進捗状況、対象設備の状況（準備着手時

刻の実績、所要時間、完了（予定）時刻） 等

①事故・
プラントの現状

発生事象により何が懸念され、今後何時間
でどのような状態に至るのかといった事故
の進展予測についての情報共有

進展予測を踏まえた事故収束に向けた対応戦略の説明
（情報例）戦略の内容、戦略の優先順位（二の矢・三の矢は

考えているか、戦略に用いる対象設備と準備着
手・完了予定時刻等）、戦略を変更した場合その
内容 等②事故の進展予測

と収束対応戦略 進展予測を踏まえ、事故収束に向けどのよ
うな対応策を講じることとし、各対応策の
優先順位、完了の時間的見通しといった収
束対応戦略に係る情報共有

現状を踏まえた具体的な進展予測(前提条件、時間的余裕）の
説明
（情報例）原子炉水位の低下予測、TAF/炉心損傷/2Pd到達

予測時間、発出が想定されるEALの内容、EAL発
出までの予想時間 等

③戦略の進捗状況
事故収束に向けた対応戦略の進捗状況に係
る情報共有

29
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２ 令和５年度の事業者防災訓練の取り組み等

（３）依頼事項（１／３）

30

１．他事業者の事業者防災訓練の見学について

○他事業者の訓練の見学を通じて、自社の対応を検討することは有益であり、積極的に見学をして頂きたい
・規制庁ＥＲＣでの他事業者の見学を推進する
（令和5年度も実用炉の事業者防災訓練について実用炉及び核燃料施設等の事業者へ見学を促す）
・実用炉の即応センターや緊急時対策所での、他事業者（核燃料施設等含む）の見学も推奨する
・募集の方法などは昨年度と同様としたい

○他事業者の訓練の見学を通じて、情報共有におけるERCプラント班側のニーズを理解して頂きたい
・事業者間ピアレビュー及び自己評価の導入することとなったが、試行において情報発信者目線で評価される課題が

見いだされた。事業者による評価が適切におこなわれるよう、訓練の見学においてＥＲＣプラント班の各担当の活
動を観察し、規制庁側のニーズの理解を深めることを推奨する

・募集の方法などは上記の見学と同様としたい

令和5年度継続・一部新規

○新規制基準未適合炉について、現在の設備状態での原子力事業者防災訓練を実施して頂きたい
・総合訓練（ＥＲＣプラント班と連携した訓練）または要素訓練を実施

訓練例）
・複数号機を有する発電所の場合、総合訓練で１基は現在の設備状態での発災を想定する
・単数号機のみの発電所の場合、総合訓練または要素訓練のどちらかで1回は実施する

○ERC備付け資料の充実をお願いしたい
・現在の発電所の設備状態に関する資料等について、ERCへ配備・更新をお願いしたい。また多様なシナリオによ

る訓練に対応できるよう、さらなる備え付け資料の充実していただきたい（例：常用系設備の状況）

２．現在の設備状態での訓練の実施について 令和5年度継続令和5年度継続・一部新規
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２ 令和5年度の事業者防災訓練の取り組み等

（３）依頼事項（２／３）

31

３．訓練のあり方及び規制の関与の検討に係る試行等

○令和３年度より緊急時対応能力の向上に向けた訓練のあり方及び規制の関与について見直すべく、原
子力事業者との意見交換をとおして各課題に対して改善案の検討を進め、令和4年度から試行を実施
しているところ。令和5年度も引き続き、以下の項目について、その有効性や適用性を確認するため
試行に協力頂きたい

・保安規定に基づく現場シーケンス訓練と兼ねる事業者防災訓練の実施（評価及び検査の同時実施の成立性の確認）
（令和6年度からの運用開始を目標とする）

・事業者により策定された意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力を評価するための指標案に基づくピアレビュー
の実施
（令和6年度からの運用開始を目標とする）

・訓練実施時における検査官・防災専門官によるマルファンクションの設定
（令和6年度からの運用開始を目標とする）

・事業者において行う訓練を網羅した新たな中期計画の策定の試行及びその中期計画に基づく訓練の実施
（令和7年度からの運用開始を目標とする）

・緊急時対応組織の実効性の向上を目的とした、核物質防護部門の参加・連携を伴う事業者防災訓練に係る課題の検
討及び訓練の試行
（運用開始の時期は試行の状況を踏まえて検討）

○上記のほか昨年に引き続き、より客観的な評価を実現させるため、第三者（外部専門家）ピアレ
ビュー体制（海外レビュワー含む）の構築を検討頂きたい

○指標１１「訓練結果の自己評価・分析」において課題のみならず良好事例も含め分析を行い、緊急時
対応能力の向上に資するよう、積極的に発電所や事業者間で共有できるように協力頂きたい

新規令和5年度継続・一部新規
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２ 令和５年度の事業者防災訓練の取り組み等

（４）今後の展開について

①緊急時対応能力の向上のための改善案として令和4年度に実施された試行のうち有効性
や適用性が確認された以下の項目について、令和5年度より運用を開始

・多様なシナリオによる訓練実施（緊急時対応能力の向上に資する目的を有するものであれば、必
ずしも原子力緊急事態（ＧＥ）に至ることを求めないが、この場合、2部訓練も要素訓練として
実施する）

・原子力規制庁の訓練評価指標に基づく事業者間ピアレビュー及び事業者による自己評価の実施
・緊急時対応組織の実効性の向上を目的とした、核物質防護部門を含むより広範囲な緊急時対応組

織の参加・連携を伴う事業者防災訓練の実施及び新たな評価指標に基づく評価の実施

②事業者間ピアレビュー及び事業者による自己評価の実施に伴う、原子力事業者による
自主的な事業者防災訓練の運営の推進

・事業者間ピアレビューの実施による事業者負担の増加に対応するため、事業者防災訓練において
模擬ERCプラント班との情報共有を行うことを許容し、より柔軟な訓練の実施を促す

・規制庁による訓練評価結果と事業者による訓練評価結果が概ね一致していることを踏まえ、事業
者防災訓練の評価にあたり、事業者による自己評価結果の活用を推進

・令和5年度は全事業所のうち１／４は事業者間ピアレビュー結果、また、１／４は事業者による
自己評価結果を活用し、次年度以降残りの事業所についても事業者間ピアレビュー又は事業者に
よる自己評価結果を活用することを視野に検討

・原子力規制庁は、事業者による評価指標に基づく評価結果等から、原子力事業者防災業務計画に
定める活動が適切に行われ、能力の向上が図られているか評価

33
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
1/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の
状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況につい
て、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評
価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センター
から積極的に情報提供がされているかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向け
た対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班と
の情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不
足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供が
されているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況に
ついて、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分である
か評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応セン
ターから積極的に情報提供がされているかを評価す
る。

２－４
要員の育成・配置

要員の育成計画が適切に
策定されており、実発災
を想定した配置で訓練を
実施した。

要員の育成計画が適正に
策定されており、限定的
な想定の配置で訓練を実
施した。

要員の育成計画が策定さ
れていない。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

現行指標を継続する。

【補足説明】
・令和元年度の評価結果から、ツール等の活用の程度によっ
て、A評価の幅が大きい
・これを踏まえ、指標２と同様に、基準Aを細分化して評価す
る
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をA、2以上をB、2未満をCとして評価に反映する。

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続するが、通報文が未達であった事例を踏まえ
て評価対象の考え方の一部を明確化する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１
５条事象に係る通報に対して評価し、この訂正報は評価に含
めない。また、参考として、全ての通報・連絡及び報告の、
誤記、記載漏れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑み、通報FAXの到着を待
たずに対応することを期待している。EAL判断から認定/確認
までの時間を確認し、時間を要している場合は一連の対応に
問題がなかったかを確認して評価する。また、会議において
組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
応等の説明しているか、その内容が適切かつ簡潔であるか確
認する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏
まえ、期待する間隔とタイミング、期待する報告内容につい
て確認する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用
して情報共有をしているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セン
ターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状
態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを評価する。
　プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報
表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプ
ラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有で
きるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで必要な
時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅
速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象
に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全て
の通報、連絡及び報告について、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見
し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る
事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対
し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認
定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できた
か、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の
説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われた
か評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目
（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニ
タ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。
　なお、①及び④の通報文は、送信操作だけではなく送付先に着信していない場合は
「確実な通報・連絡の実施」に該当しない。

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

　事象の進展や事故収束戦略・
予測進展の変更といった状況変
化時や、適時に施設全体を俯瞰
した現況について、テレビ会議
システム等での発話等により説
明ができたかを評価の観点とす
る。
　また、訓練実施後に行うＥＲ
Ｃプラント班要員へのアンケー
ト結果も踏まえ評価に反映す
る。
　積極的に情報提供が行われた
かという観点のみならず、ＥＲ
Ｃの各担当のニーズや要請に応
じて適切なタイミングで行われ
ていたかという観点で評価する
こと。

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

　ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に
応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラン
ト班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即応センター等
に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有が
なされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手
書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦
略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様
式や名称は異なる。

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの
計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事
故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲ
Ｃプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どん
な目的で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する
改善策を反映したものとしているかを確認する。

現行指標を継続する。

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

現行指標を継続するが、評価対象の考え方の一部を明確化す
るとともに、参加要員が実発災を想定したものでなかった事
例を踏まえて評価指標２－４を新設。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣプラント班を接続
する通信機器の操作）の確認として、訓練中の音声断のマル
ファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をa、2以上をb、2未満をcとして評価に反映する。(昨年
度と同様)
・令和2年度は、半数以上の事業所において評価がａａａであ
り、習熟が図られていることが確認されたことから、指標２
の全体評価において、ａａｂをＡからＢに見直す。
・２－１～２～４の評価にあたり、一方的な情報提供ではな
く、ニーズに応じた情報提供が行われたか検証できるように
評価対象の考え方に明記する。
・２－４の評価はアンケートによらず２－１～２－３の評価
とは独立した評価を行う。

２

【Ｐ】
【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有 ①緊急事対応要員の適切な育成・配置計画が明文化されていること。

②育成・配置計画は実発災を想定した適切なものであり、訓練時にこの計画に基づき
要員配置されていること。なお、育成計画の一環として訓練時に緊急参集が出来ない
者の参加を否定するものではないが、参加要員の３割を上回らないこと。この場合、
「限定的な想定」に該当。
③全ての参加者が実要員の場合、「実発災を想定した配置」に該当する。

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

135

128



評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
2/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）かつ能
力向上を促せるような工
夫を凝らした訓練を実施

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）又は緊急
時対策所と連携した事故
シナリオに基づかない現
場実動訓練を実施

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）かつ能
力向上を促せるような工
夫を凝らした訓練を実施

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）又は緊急
時対策所と連携した事故
シナリオに基づかない現
場実動訓練を実施

現行指標を継続するが、より難度の高い場面設定シナリオに
よる訓練を促すため、確認項目と評価基準を一部見直す。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練の
種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・連携状況：現場と緊対所との連携の有無、その他即応
　センター等との連携の有無
・他事業者評価：受入れ状況
・能力向上を促せるような実効性のある想定や不測の事態発
生時における認知、判断及び対応能力を向上させるための実
効性を高める工夫が図られているか。

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会見
で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを目的としている。
③の他原子力事業者広報担当等の参加は、原子力事業者が答
えにくい質問に加え、相互に評価することで対応力の向上を
目的としている。

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

９ー１

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る中期計画
①目標設定
②達成基準
③継続的改善

９

【Ｄ】

後方支援のみならず緊急時対応組織全体としてのの能力の向
上のため、後方支援活動に関する指標を本指標に置き換え
る。

なお、指標９－１については参考として掲載することとする
が、将来的には中期計画に関する評価指標として独立させた
うえで運用開始することとする。

　実発災時に予め原子力事業者防災業務計画に定められた活動が網羅的に実施されるよう、訓練の中期計画及び年度計画が策定され、計画的に訓練に参加する組織
の範囲、目的及び実動訓練の内容等が選定されているか確認する。

　具体的には、中期計画により、緊急時対応組織の実効性を向上するための仕組みが構築されていることについて、例えば以下を確認する。
・原子力事業者防災業務計画、保安規定及び核物質防護規定（以下「防災業務計画等」という。）に予め定められた全ての緊急時対応組織について、３～５年後の
中期的な目標が設定されているか。
・中期的な目標について、あるべき姿と現状のギャップを踏まえ、あるべき姿と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（以下「課題」という。）の困難さを
考慮し、適度な難易度が設定されているか。また、中期的な目標の設定において、社外の組織からの意見や提言などを積極的に取り入れているか。（①目標設定に
係る確認）
・課題について、取り組む事項が具体化されているか、また、この取り組みによりギャップが解決されることを訓練等で検証するための判断基準等が明確であるか
（②達成基準に係る確認）
・訓練等を通じて得られたギャップ（社外の組織からの意見や提言を含む）が埋もれることなく、原因分析、課題の整理、改善に向けた取り組みが確実に講じられ
るなど、継続的改善に係る仕組みが構築されているか（③継続的改善に係る確認）。

　なお、中期計画の期間を通じて、緊急時対応組織の実効性の向上に取り組むことから、必ずしも、全ての緊急時対応組織について、各年度での適度な難易度の設
定や実動訓練を伴う訓練の実施計画を求めるものではない。
　また、単一の中期計画において、すべての緊急時対応組織の実動訓練が実施出来ない場合は、当該中期計画以降に実施する対象が明確になっていることを確認す
る。

「緊急時対応組織」とは、原子力に係る緊急時対応のため、原子力事業者防災業務計画、保安規定及び核物質防護規定に定める活動に必要な事業者の組織をいう。
「適度な難易度」とは、達成の可能性が５０％程度のものをいう。

【注意事項】
　本指標についはあくまでも緊急時対応組織の実効性の向上の観点から確認することとする。

 
 
 
 
 
原
子
力
事
業
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災
訓
練
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改
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へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）と
なっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認
する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例
えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための
評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確に
なっているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を
含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

 
 
 
 
 
原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

現場実動訓練の実施 現場実動訓練の実施 　現場実動訓練の実施状況を評価する。
　評価対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急
時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練や訓練シナ
リオ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）等として実施する訓練も評価の対象に含め
る。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は
含めない。

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、
どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師な
ども対象とする。⑤の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬Ｈ
Ｐ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有す
る事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の
原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度
の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発
生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定
（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、
オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状
態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマル
ファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・
難度の取り組みについて総合的に確認する。

現行指標を継続する。
【補足説明】
①発災を想定する号機(複数又は全号機)
②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか
  ・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う
    応急措置として実施する事故対処の能力向上に
    資する現場実働、プラント状態の把握を困難と
    する想定等、実効性を高める工夫が図られているか
③ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しない
    EAL（地震、津波など)は評価外
④場面設定等(５つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､計器故障､人為的ミ
    ス､OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
  ・毎年全く同じ場面設定等とした場合、
    訓練プレーヤが    容易に予見可能であり、
    対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感
    維持することができないことから、多様化に努め
    ているとは言えない。

評価:すべてでＡ､３つ又は２つでＢ､他はＣ

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
3/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

９ー２

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る年度計画
①目標設定
②達成基準
③継続的改善

（効果的な向上）
緊急時対応組織の実効性
の向上の観点から、年度
計画について、以下の項
目を全て満足する。
①適度な難易度で設定さ
れた中期計画の目標に基
づき、年度の目標が適切
に設定されている。
②年度の目標に対する達
成基準が具体的、かつ明
確に設定されている。
③継続的改善に係る仕組
みが効果的に機能してい
る。

（限定的な向上）
緊急時対応組織の実効性
の向上の観点から、年度
計画について、以下の項
目が１つ以上ある。
①容易な難易度で設定さ
れた中期計画の目標に基
づき、年度の目標が設定
されている。

②年度の目標に対する達
成基準の一部が具体的で
ない、あるいは、不明確
である。
③継続的改善に係る仕組
みが十分に機能してな
い。

（Ａ，Ｂ以外）
緊急時対応組織の実効性
の維持が目標となってい
る等。

９ー３

【Ｐ】

緊急時対応組織の実動
訓練

（フル実動訓練）
中期計画に基づく当該年
度計画で実動とした緊急
時対応組織の全てが実動
する計画である。

（一部実動訓練）
中期計画に基づく当該年
度計画で実動とした緊急
時対応組織のうち一部が
実動する計画である。

（Ａ，Ｂ以外）
緊急時対応組織の実動訓
練を実施しない計画な
ど。

９ー４

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係るより現実
的な実動を伴う訓練設
定

（臨機応変な対応能力の
向上）
より現実的な実動を伴う
シナリオや状況設定と
なっており、緊急時対応
組織の活動の全てがシナ
リオ非提示型訓練となっ
ている。

（型通りの対応能力の維
持）
より現実的な実動を伴う
シナリオや状況設定と
なっており、緊急時対応
組織の活動の全て又は一
部がシナリオ提示型訓練
となっている。

（Ａ，Ｂ以外）
当該年度の目標とは関係
ないシナリオが設定され
ている等。

９ー５

【Ｄ】
【Ｃ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る支援活動
の実施

（すべて実施）
全て、当初の計画通りに
活動が実施された。

（概ね実施）
概ね、当初の計画通りに
活動が実施された。

（Ａ，Ｂ以外）
当初の計画通りに活動が
実施されなかった。
・コントローラの介入な
どにより、訓練の中断を
要する場合等

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

①～③は総合訓練のみを評価対象とする。

　訓練時に設定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲
にわたる組織間において適切な連携の下、計画通りに実施されたか確認する。
・評価のため、行動内容（計画に実施できたこと、できなかったこと及び新たに見つ
かった問題）の記録がとられていることを確認する。

　ここで、「適切な連携」とは、予め定められた指揮命令系統に基づき、組織内及び
組織間が予め定められた手順通りの対応が出来ることをいう。また、手順を超える対
応については、期待する行動や連携ができることをいう。

　本指標については、事業者防災訓練（総合訓練）のみならず、要素訓練を含めるこ
とができる。複数回の訓練が実施される場合の評価は、各訓練が年度計画に設定され
た目標の達成基準を全て満たしていれば、「すべて実施」に該当する。したがって、
指標９－２の確認段階において達成基準が、例えば定量的に設定されるなど明確に示
されているか確認する。

　中期計画に基づき、実動訓練の参加組織あるいは参加者は、実発災時の活動を想定
し、広範囲かつ適切に設定されているか確認する。

　「広範囲かつ適切に」とは、緊急時対応組織について、中期計画及び年度計画で設
定した目標のため、必要な組織が選定され、各組織の参加する範囲及び活動内容が設
定されていることをいう。
　「全てが実動する計画である」の確認に当たり、社外組織については、この限りで
はない。

【緊急時対応組織の実動訓練の例】
　①原子力事業所災害対策支援拠点における自社の活動
　②緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）における自社の活動
　③他の原子力事業所（自社の原子力事業所を含む。）との連携に係る自社の活動
　④原子力緊急事態支援組織との連携に係る自社の活動
　⑤実動省庁（防衛省・自衛隊、警察、消防）との連携に係る自社の活動
　⑥その他、必要な社内外組織との連携に係る自社の活動

　実動訓練は、実発災時の活動を想定し、訓練に参加する組織及び参加者とその規
模、模擬とする部分等が適切に設定され、訓練全体として、現実性（リアリティー）
が確保されていることを確認する。なお、実動省庁との連携等、実発災時の活動の想
定が困難なものについては、訓練シナリオ上の仮定が必要になることから、この限り
ではない。

　年度計画は、中期計画に基づき、訓練に参加する緊急時対応組織の範囲、目標、実
動訓練の内容等が選定されていることについて、例えば以下を確認する。
・中期計画に基づき、緊急時対応組織の能力の維持及び能力の向上に資する目標が設
定されているか（①目標設定に係る確認）。
・上記目標の達成基準が具体的に設定されているか確認する（②達成基準に係る確
認）。
・継続的改善に係る仕組みについて、社外の組織からの意見や提言の活用など、改善
の余地がないか（③継続的改善に係る確認）。

　また、毎年度全ての緊急時対応組織の実動訓練が実施できない場合は、中期計画に
おいて、各緊急時対応組織の重要性等を考慮して適切に実施頻度が設定されているこ
とを確認する。

緊
急
時
対
応
組
織
の
能
力
の
向
上

　中期計画や年度計画に示された目標やねらいに応じ、発災規模を適切に設定し、そ
の範囲内での活動を想定した上で、より現実的が確保された実動を伴うシナリオや状
況が設定されているか確認する。
　ここで、「現実的なシナリオ」には連携する組織間において、上位組織等の意思決
定プロセスも含むこととする。
　ただし、時間的な制約などにより、現実的な連携シナリオが設定できない場合は、
部分的な実動訓練を要素訓練として、実施しても良い。

　なお、シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等と
いった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合を
シナリオ非提示とする。

　例えば、手順書、設備、要員等について、柔軟な活用を期待する状況設定や現場等
での指揮者の臨機応変な判断を伴うシナリオで、かつ、シナリオ非提示型訓練の場
合、「臨機応変な対応能力の向上」に該当する。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。②は同一訓練で即応
センターと緊急時対策所の両方で受入れた場合に実績とする。③は原子力や防災に関
連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた
場合も実績に含める（指標７の現場実動訓練は含めない）。④は指標７の現場実動訓
練を１回以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）に実績とする。
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
4/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

（継続的な向上）
ＰＤＣＡを回し、１つ上
のレベルに到達し、これ
を繰り返すことで継続的
な向上に繋がっている
（スパイラルアップが出
来ている）。

（現状の維持）
ＰＤＣＡを回しているも
のの、現在のレベルを維
持している。
・検証・評価ができてい
ない
・計画で設定した目標と
比較し、目標に近づいた
のか評価していない
・改善点が見つからない
・改善案が適切ではない
・次のサイクルで目標、
課題を設定せずにPDCAサ
イクルを回す　等

（Ａ，Ｂ以外）
ＰＤＣＡが回っていな
い。
・同様の問題が毎年繰り
返し確認されている　等

b

課題の分析だけではなく良好事例も含めた自己評価・分析を
行うこととするため改定する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

新規制基準適合炉は、現行指標を継続。
新規制基準適合未適合炉は、現在の設備状態を踏まえた事業
者資料を求める。現在の設備状態を踏まえた要素訓練も含め
る。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

　訓練コントローラの不備により混乱が生じ、訓練継続が危
ぶまれるような訓練統制上のトラブルがあったことから、訓
練統制を確認する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

下線部は訓練報告会後に修正

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

訓練統制 訓練統制 　パラメータ設定の誤りや訓練コントローラーの不適切な介入（条件付与）等の訓練
コントローラの不備により、参加者において混乱が生じるなど、訓練統制上のトラブ
ルが起きていないか確認する。

他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者における改善に向けた取り組みに協力する等、事業者全般の事故対応能力の
向上のための活動に取り組んでいるか確認する。

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を
確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績 　新規制基準適合プラントのうち保安規定認可済施設にあっては、ＥＲＣプラント班
に備え付けた事業者資料について、訓練実施前にＥＲＣプラント班要員に対する当該
資料の説明実績を確認する。なお、要素訓練も確認の対象に含める。

１０条通報に要した時間 １０条通報に要した時間 　すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、通
報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻から、ＦＡ
Ｘ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また、ＦＡＸ等の
着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡
ができたかも確認する。

中期計画の見直し 中期計画の見直し 　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画へ
の反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めている
かを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認
する。

シナリオ非提示型訓練の実施状況 シナリオ非提示型訓練の実施状況 　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった
訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリ
オ非提示とする。

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

訓練結果の自己評価・分析 　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、【C】適切に検証・評価がされ、【A】
評価にしたがって改善すべき事項が抽出され、具体的な対策の方針を定めているか確
認する。防災訓練実施結果報告書等により確認する。
①計画された目標の達成基準に基づき適切に評価が行われたか
②改善すべき事項の抽出がされているか
（目標未満の成果）目標を下回る成果や新たに見つかった問題について、原因の分析
がされているか
（目標以上の成果）目標を上回る成果や継続すべき良好な行動について、要因の分析
がされているか
③改善すべき事項について、具体的な対策が図られている、あるいは、改善に取り組
んでいるか

　②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されて
いることを確認する。

　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価、指標９で確
認する緊急時対応組織の能力の向上に係る自己評価や改善状況についても、この指標
で確認する。

　本指標に基づく評価に当たり、悪い点だけではなく、緊急時対応能力の向上に繋げ
る観点で、良い点についても抽出・分析が行われ、必要に応じて組織間で共有される
かなど確認する。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。
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令和４ 年度原子力事業者防災訓練の結果及び令和５ 年度の訓練実施方針

の報告並びに「 原子力事業者防災業務計画の確認の視点等について」 の

改正案に対する意見公募の実施 
 

令和５年８月 30日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、令和４年度の原子力事業者防災訓練の結果及び令和５年度の訓練実施方

針について報告するとともに、令和５年度の訓練実施方針を踏まえた「原子力事業者

防災業務計画の確認の視点等について（原規総発第 1710172 号）」の改正案及び意見

公募の実施の了承について諮るものである。 

 

２．経緯 

 原子力規制委員会は、原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）に基

づき原子力事業者が実施する防災訓練（以下「事業者防災訓練」という。）について、

毎年度報告会を開催している。令和５年７月 26日に第 15回原子力事業者防災訓練報

告会を開催し、令和４年度事業者防災訓練及び訓練シナリオ開発ワーキンググループ

の活動結果並びに令和５年度の事業者防災訓練及び訓練開発シナリオ開発ワーキン

ググループの活動方針について確認した。 

また、令和３年度から原子力規制庁と原子力事業者の間で、緊急時対応能力の向上

のための訓練のあり方や規制の関与について意見交換を進めてきた。これまでの意見

交換を通して、より柔軟で自主的な訓練を促進し、訓練の実効性を向上させる方策に

ついて原子力事業者と共通の認識を得たことから、令和５年度の訓練実施方針に反映

させることを確認した。 

 

３．第１５回原子力事業者防災訓練報告会の概要1（報告） 

（１）開催日及び参加事業者等 

①開催日 令和５年７月 26 日（水） 

（第一部）14：00～16：25 実用発電用原子炉 

（第二部）16：40～18：10 核燃料施設等 

 

②参加事業者等 

実用 

発電用

原子炉 

北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力ホールディングス株

式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力株式会社、中

国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社、日本原子力発

 
1 訓練シナリオ開発ワーキンググループ報告結果については、５．を参照。 

資料５  

1
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電株式会社、電源開発株式会社（オブザーバー）、原子力エネルギー協

議会（オブザーバー）、一般社団法人原子力安全推進協会（オブザーバ

ー） 

核燃料

施設等 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、日本原燃株式会社、原子燃

料工業株式会社、株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャ

パン、三菱原子燃料株式会社、日本核燃料開発株式会社、ＭＨＩ原子力

研究開発株式会社、公益財団法人核物質管理センター、東芝エネルギー

システムズ株式会社、京都大学、東京大学、近畿大学、日本原子力発電

株式会社、リサイクル燃料貯蔵株式会社 

 

（２）令和４年度事業者防災訓練の実施結果の概要 

①訓練実績 

ａ．実用発電用原子炉2 

実用発電用原子炉については令和４年度に計 16 回の事業者防災訓練が実施

された。なお、全ての訓練において、原子力規制庁職員が、原子力規制委員会

緊急時対応センター（以下「ＥＲＣ」という。）及び緊急時対策所で参加した。

これに加え、日本原子力発電株式会社及び東京電力ホールディングス株式会社

の訓練において、事業者の原子力施設事態即応センターで参加した。 

 

ｂ．核燃料施設等3 

再処理施設、試験研究炉、加工施設等については令和４年度に計 19 回の事

業者防災訓練が実施された。なお、全ての訓練において、原子力規制庁職員が、

ＥＲＣ及び緊急時対策所で参加した。 

 

②原子力規制庁による評価結果 

実用発電用原子炉、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「ＪＡＥ

Ａ」という。）及び日本原燃株式会社（以下「ＪＮＦＬ」という。）（いずれも２部

制訓練4対象事業所を除く。）並びに核燃料施設等（ＪＡＥＡ及びＪＮＦＬは２部

制訓練対象事業所）毎に評価指標を設定し、３段階(Ａ，Ｂ，Ｃ)で評価した。な

お、実用発電用原子炉に対しては各評価指標の３段階の評価結果に加え、事業者

が行うＰＤＣＡ活動結果により重点を置き、原子力事業者防災業務計画に定める

活動が適切に実施され緊急時対応能力の向上が図られているかという観点で総

合的に評価を行った。 

評価結果は、添付１～３のとおり。 

 

 
2 日本原子力発電株式会社東海発電所を除く。以下同じ。 
3 日本原子力発電株式会社東海発電所を含む。以下同じ。 
4 原子力緊急事態に至らない現実的なシナリオを想定した総合的な訓練（第１部訓練）及び原子力緊急事態に至ることを想定

した緊急時対策所や本社の対応確認の訓練（第２部訓練）を組み合わせて実施する訓練。 
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③事業者によるＥＲＣプラント班に対する評価 

原子力規制庁のＥＲＣプラント班の対応能力の維持・向上のため、事業者防災

訓練において、事業者のＥＲＣ対応者及びＥＲＣに派遣されたリエゾンに対し、

ＥＲＣプラント班の対応についてアンケートを実施した。改善すべき事項や気付

き事項について実用発電用原子炉では 185 件、核燃料施設等では 73 件のご意見

を頂いた。頂いた主な意見は、添付４のとおり。 

 

４．令和５年度事業者防災訓練の実施方針5（報告） 

３．における事業者との意見交換を踏まえ、以下の方針により今年度の事業者防災

訓練を行うこととした。 

 

（１）訓練のあり方及び規制の関与の検討に係る試行等(対象:実用発電用原子炉) 

訓練のあり方及び規制の関与の検討状況については添付５のとおり。令和５年

度は令和４年度に続き、以下の試行を実施する。 

・保安規定に基づく現場シーケンス訓練と兼ねる事業者防災訓練の実施（評価

及び検査の同時実施の成立性の確認） 

・事業者により策定された意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力を評価す

るための指標案に基づくピアレビューの実施 

・訓練実施時における検査官・防災専門官によるマルファンクションの設定 

・事業者において行う訓練を網羅した新たな中期計画の策定及びその中期計画

に基づく訓練の実施 

・緊急時対応組織の実効性の向上を目的とした、核物質防護部門の参加・連携

を伴う事業者防災訓練に係る課題の検討及び訓練の実施 

 

また、令和４年度の試行結果を踏まえ、事業者防災訓練の実効性を向上させる

ため、以下の項目を今年度より運用開始する。 

・多様なシナリオによる訓練実施（緊急時対応能力の向上に資する目的を有す

るものであれば、必ずしも原子力緊急事態（ＧＥ）に至ることを求めないが、

この場合、２部訓練も要素訓練として実施する） 

・訓練評価にあたり、原子力規制庁の訓練評価指標に基づく事業者間ピアレビ

ュー結果及び事業者による自己評価結果を活用する。このため、持続可能な

体制構築として、全事業所のうち１／４の事業所について事業者間ピアレビ

ュー結果を、加えて、１／４の事業所について自己評価結果をそれぞれ活用

する対象とし、事業者による模擬ＥＲＣプラント班との情報共有を行うこと

を許容し、より柔軟で自主的な事業者防災訓練の実施を促進 

・緊急時対応組織の実効性の向上を目的とした、核物質防護部門を含むより広

 
5 訓練シナリオ開発ワーキンググループの実施方針については、５．を参照。 
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範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う事業者防災訓練の実施及び新たな

評価指標に基づく評価の実施 

 

（２）２部制訓練の実施範囲の拡大 

これまで、２部制訓練の実施については相対的にリスクの小さい原子力事業所

や廃止措置段階の原子炉施設を対象として実施されてきたが、緊急時対応能力の

向上に有効であると認められることから、全ての原子力施設を対象として計画的

に実施することを求める。原子力緊急事態に至らない訓練を実施する場合、２部

訓練も要素訓練として実施することが必要となるが、事業者による模擬プラント

班との情報共有を行うことを許容する。 

 

（３）同一地域複数事業所同時発災を想定した訓練の実施 

これまでの訓練評価を通じて、事業者及びＥＲＣプラント班は事業所単独発災

の事態に対する力量を概ね保持できていると考えられる。 

一方、核燃料施設等は、同一地域に複数事業所が設置されており、大規模自然

災害が発生した場合は、複数事業所が設置されている地域では同一地域複数事業

所同時発災が想定される。 

このことを踏まえ、六ヶ所地域及び東海・大洗地域を対象として、大規模自然

災害による同一地域複数事業所同時発災を模擬した訓練を実施して、事業者及び

ＥＲＣプラント班の力量向上を図るとともに、潜在的な課題の抽出等を行うこと

とする。 

 

（４）実用発電用原子炉に係る評価指標の見直し 

令和４年度の事業者防災訓練に係る評価結果及び令和５年度の訓練実施方針

を踏まえ、評価指標を一部見直すこととする。主な見直しの観点は以下のとおり。 

 

○指標２ ＥＲＣプラント班との情報共有 

・一方的な情報共有に留まっていないか検証できるよう、評価対象の考え方を

より明確化した。（指標２－１～２－３） 

・ＥＲＣプラント班との情報共有を担う原子力施設事態即応センターやリエゾ

ン要員に関して、要員の育成計画が策定され適切な配置が行われているか評

価する指標を新たに追加した。（指標２－４） 

○指標４ 通報文の確実な送達 

・通報文がＥＲＣに未達であった事例を踏まえ、確実な通報を促すため評価対

象の考え方を明確化した。 

○指標９ 緊急時対応組織の能力の向上 

・緊急時対応組織全体の実効性向上を促すため、より広範囲な緊急時対応組織

の参加・連携を求め、その実効性を評価する指標として改めた。 
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○指標 11 訓練結果の自己評価・分析 

・より実効性のある評価・分析を促すため、評価対象の考え方をより詳細化す

るとともに、課題のみならず良好事例についても評価・分析を行うように評

価対象の考え方を明確化し、評価基準を見直した。 

 

（５）核燃料施設等に係る評価指標の見直し 

令和４年度の事業者防災訓練に係る評価結果及び令和５年度の訓練実施方針

を踏まえ、評価指標を一部見直すこととする。主な見直しの観点は以下のとおり。 

 

○２部制訓練の適用範囲の拡大に伴う見直し 

・ＪＡＥＡの原子力科学研究所（以下「原科研」という。）、大洗研究所（以下

「大洗研」という。）、核燃料サイクル工学研究所（以下「核サ研」という。）、

高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）及びＪＮＦＬ再処理事

業所等においても２部制訓練を適用できることとするため評価対象の考え

方の一部を見直した。 

○情報共有の実態に合わせた評価基準の見直し 

・ＪＡＥＡ原科研、大洗研、核サ研、もんじゅ及びＪＮＦＬ再処理事業所以外

の核燃料施設等において情報共有の実態に見合った評価が行える様に、指標

１（緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有）の評価基準を見直した。 

○ＣＯＰの活用を求めるための見直し 

・ＪＡＥＡ原科研、大洗研、核サ研、もんじゅ及びＪＮＦＬ再処理事業所以外

の核燃料施設等において、特定事象に至らない訓練でもＣＯＰ6の活用を求

めるため、指標１（緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有）の評価

基準を見直した。 

○通報に係る事業者の責任の明確化 

・ＪＡＥＡ原科研、大洗研、核サ研、もんじゅ及びＪＮＦＬ再処理事業所以外

の核燃料施設等において、事業者が自らの責任において定めた目標時間以内

に通報連絡ができたかを評価できるよう指標２（確実な通報・連絡の実施）

の評価対象の考え方を明確化した。 

○事故対処能力の向上 

・ＪＡＥＡ原科研、大洗研、核サ研、もんじゅ及びＪＮＦＬ再処理事業所以外

の核燃料施設等において、より対応能力の向上を促せるような実効性のある

事故シナリオか確認できるよう指標６（シナリオの多様化・難度）の評価対

象の考え方を明確化した。 

・発災時に構内で多数の作業者がいる場合を想定して、これらの者の避難活動

 
6 Common Operational Picture の略。原子力災害発生時のプラント状況、事故対応戦略、対策の実施状況等を図表として纏め

たもの。関係者間でタイムリーに情報共有するために用いられる。 
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により現場実働に支障が出ることがないか、これらの者の安全を確保できる

のか参考として確認するよう評価対象の考え方を明確化した。 

○同一地域複数施設同時発災訓練の実施 

・大規模災害時の同一地域複数施設同時発災を想定した訓練を実施する場合、

訓練目的に合わせて指標を適用できるよう関連指標の評価対象の考え方を

明確化した。 

 

５．令和４年度の訓練シナリオ開発ワーキンググループの活動結果（報告） 

（１）訓練結果の概要 

Ⅰ型訓練7及びⅡ型訓練8の結果は添付６のとおり。 

 

（２）今年度の実施方針 

①Ⅰ型訓練 

○令和４年度に引き続き、「令和５年度Ⅰ型訓練シナリオ」を開発し、訓練を実施

する。なお、訓練実施時期については、シナリオ作成期間や他訓練の実施時期

との重複を考慮し、今後検討する。 

○「令和４年度Ⅰ型訓練シナリオ」については、以下のとおり実施する。 

PWR:・原則令和５年度中に、九州電力株式会社、四国電力株式会社及び関西

電力株式会社で実施する。 

・その他の社においては、原則令和６年度末までに自社等のシミュレー

タ用にカスタマイズし、当該シナリオによる訓練の実施に努める。 

BWR:・原則令和５年度中に、東京電力ホールディングス株式会社、中国電力

株式会社及び日本原子力発電株式会社で実施する。東北電力株式会社

は、訓練実施済みであり、今後、他社によるビデオ評価等の結果から

良好事例、改善事項のとりまとめを実施する。 

・その他の社においては、原則令和６年度末までに自社等のシミュレー

タ用にカスタマイズし、当該シナリオによる訓練の実施に努める。 

○他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について、自社対応との違いや良好

点を認識することは当該自社対応の改善に有効であることから、各社が実施

する訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる者が訓練視察者又は評価

者として参加に努める。 

 

②Ⅱ型訓練 

○事業者防災訓練における現場実働訓練として、現場対応能力の向上を促す工夫

を凝らした訓練の実施が定着していることから、事業者の自主的な活動に移行

 
7 発電所の緊急時対策所や中央制御室の指揮者の判断能力向上を目的とした訓練。 
8 現場の対応能力向上を目的とした訓練。 

6

137



7 

 

する。 

○「令和４年度Ⅱ型訓練シナリオ」については、共通する実動訓練テーマをＰＷ

Ｒ及びＢＷＲ代表社で実施し、それらを相互評価することで、良好事例や改善

事項を抽出する。 

 

③その他 

○令和５年度以降は訓練シナリオ開発ワーキンググループの運営を原子力規制

庁から事業者主体に移行する。 

○事業者は、令和７年度を目標に訓練のあり方の検討と並行して、訓練で得られ

た良好事例や気づき事項について、事業者間での展開を効果的に継続する方法

を検討し、改善を図るとしている。 

○原子力規制庁は、事業者が開催する訓練シナリオ開発ワーキンググループ及び

必要に応じ訓練へ陪席し、事業者の取組状況を確認する。 

 

６．「原子力事業者防災業務計画の確認の視点等について」の改正 

４．に示した令和５年度の事業者防災訓練の実施方針を踏まえ、「原子力事業者防

災業務計画の確認に係る視点等について」の一部を改正することとしたい。 

 

（１）改正案（委員会了承事項） 

別紙の改正案について了承いただきたい。改正のポイントは以下のとおり。 

 

①事業者間ピアレビュー体制の明文化 

事業者間ピアレビューの実施に伴うピアレビュー体制の構築に関する事項に

ついて明文化する。 

②２部制訓練の実施を明文化 

原子力災害対策特別措置法第 13 条の 2 第 1 項の規定に基づく防災訓練を、従

来の原子力緊急事態に至ることを想定した総合的な訓練又は２部制訓練の実施

のいずれかにより実施できることを明文化する。 

③記載の適正化 

用語の定義の明確化、原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等の運用に

係る記載の適正化及び誤記修正等を行う。 

 

（２）意見公募の実施（委員会了承事項） 

別紙の改正案について、行政手続法（平成５年法律第 88 号）に定める命令等

に該当するものではないが、任意の意見公募を実施することを了承いただきたい。 

 

実施期間：令和５年８月 31日（木）から 10 月１日（日）まで（32日間） 

実施方法：電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）及び郵送 
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（３）今後の予定 

意見公募の結果について、原子力規制委員会に了承を諮るとともに、「原子力

事業者防災業務計画の確認の視点等について」の改正について付議し、決定後同

日に施行する。 

 

以上 

 

 

＜資料一覧＞ 

添付１ 令和４年度訓練結果(実用発電用原子炉) 

添付２ 令和４年度訓練結果(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじ

ゅ及びＪＮＦＬ再処理)) 

添付３ 令和４年度訓練結果(核燃料施設等(原科研、核サ研、大洗研、もんじ

ゅ及びＪＮＦＬ再処理を除く)） 

添付４ ＥＲＣプラント班への事業者側の意見・要望 

添付５ 緊急時対応能力の実効性の向上に係る令和４年度の試行結果及び子運

後の方針（原子力事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあ

り方に係る意見交換（第９回）資料３［抜粋］） 

添付６ 令和４年度Ⅰ型訓練結果及び令和４年度Ⅱ型訓練結果 

別紙  原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等についての一部改正に

ついて（案） 

参考  原子力防災訓練の全体像 
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評価結果について

6

○○電力
●●発電所

指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標1 0 指標1 1

A A A A A A A A A A A A A A

【 訓練の概要】
難易度や能力向上の観点から どの様な訓練が実施さ れたか記載

【 主な良好事例や課題・ 対策】
・ 課題： 事業者から 届出があっ た訓練結果報告における主要な課題を 記載

対策： 上記課題に対する主要な対策を記載
・ 規制庁コ メ ント （ 良好事例含む） ： 良好事例を含めて規制庁から のコ メ ント を 記載

【 総評】
規制庁による全体的な評価結果を記載

左から 順に指標3 -1 ～3 -4 の評価結果

指標１ 情報共有のための情報フ ロー
指標２ ERCプラ ント 班と の情報共有

指標３

３ －１ プラ ント 情報表示システムの使用（ Ｅ Ｒ Ｓ Ｓ 等を使用し た訓練の実施）
３ －２ リ エゾンの活動
３ －３ COPの活用
３ －４ ERC備付け資料の活用

指標４
確実な通報・ 連絡の実施

①通報文の正確性 ②Ｅ Ａ Ｌ 判断根拠の説明 ③１ ０ 条確認会議等の対応 ④第２ ５ 条報告

指標５ 前回までの訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定
指標６ シナリ オの多様化・ 難度
指標７ 現場実動訓練の実施

指標８
広報活動

①Ｅ Ｒ Ｃ 広報班と 連動し たプレ ス対応 ②記者等の社外プレーヤの参加 ③他原子力事業者広報担当等の社外プレ ーヤの参加 ④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使っ た外部への情報発信

指標９ 後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動 ②原子力事業所災害対策支援拠点と の連動 ③原子力緊急事態支援組織と の連動

指標１ ０ 訓練への視察など
①他原子力事業者への視察 ②自社訓練の視察受入れ ③ピアレビュ ー等の受入れ ④他原子力事業者の現場実動訓練への視察

指標１ １ 訓練結果の自己評価・ 分析
①問題点から 課題の抽出 ②原因分析 ③原因分析結果を踏まえた対策

発電所毎の評価結果の記載内容

各評価指標の概要

添付1

第１ ５ 回原子力事業者防災訓練報告会
（ 令和５ 年７ 月２ ６ 日） 資料１ より 抜粋
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九州電力
川内原子力発電所

指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標1 0 指標1 1

A A A A A A A A A A A A A A
【 訓練の概要】

計器故障（ 蒸気発生器狭域水位） により プラ ント 状況の把握が困難な状況における代替手段による対応の検討・ 事
故収束対応や、 現場指揮者の判断能力向上を目的と し て主蒸気管室での火災発生を想定し た現場実動訓練を実施する
など、 難易度の高い訓練が実施さ れた。

【 主な良好事例や課題・ 対策】
・ 課題： 発電所対策本部内で情報が輻輳し 、 報告事項が同時期に重なる場合に報告に時間がかかり 、 報告すべき 事項

がタ イ ムリ ーに報告でき ないおそれがあっ た。
対策： 発話が簡潔・ 明瞭になるよう 発話ポイ ント を 整理し 、 勉強会などで周知する。

・ 規制庁コ メ ント （ 良好事例含む） ： 九州電力は第２ ５ 条報告の発出タ イ ミ ングの考え方について、 ２ 時間以内を目
途と し 、 以後２ 時間以内に継続し て発出すると し ているが、 他事業者と 比較し て長い間隔であり 、 適切な間隔につ
いては検討の余地がある。

【 総評】
概ね適切に訓練が実施さ れ、 各重点項目の実施内容の対応および課題改善策が有効であっ たと 認めら れる。

1 4

九州電力
玄海原子力発電所

指標1 指標2 指標3 指標4 指標5 指標6 指標7 指標8 指標9 指標1 0 指標1 1

A A A A A A B A A A A A A A
【 訓練の概要】

CV 高レ ンジエリ アモニタ の指示に偏差が発生する事象に対し 関連パラ メ ータ により 計器故障の判断さ せるなど、
判断能力の向上に資する訓練が実施さ れた。

【 主な良好事例や課題・ 対策】
・ 課題： 通報連絡文について、 Ｅ Ａ Ｌ 判断時刻やＥ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻に記載の誤り があっ た。

対策： Ｅ Ａ Ｌ 該当事象の発生時刻や発出し たＥ Ａ Ｌ の判断時刻を 一元的に管理する一覧表を作成し 、 確認する要員
を配置すると と も に、 発電所対策本部要員が閲覧し やすい箇所へ掲示するこ と で共通認識を図る。

・ 規制庁コ メ ント （ 良好事例含む） ： 大津波警報時の屋外作業再開要件について、 即応センタ ーから は「 様子を見な
がら 」 と いう 曖昧な表現であっ たが、 作業手順に基づき 丁寧かつ正確な説明に務めるべき 。

【 総評】
緊急時対応組織の実効性向上に係る訓練の試行に積極的に取り 組んでおり 、 概ね適切に訓練が実施さ れ、 各重点項

目の実施内容の対応および課題改善策が有効であっ たと 認めら れる。
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２ Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班への事業者側の意見・ 要望

アンケート 結果（ １ ／5 ）

1 6

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

１ 泊

書画装置による伝送状況が悪く 、 説明に苦慮し たため、 改善に向けてご協力い
ただきたい。

書画装置の問題については、 特定の事業者に多発し ているこ と を
確認し ており ます。 まずは貴社の機器接続やネッ ト ワーク 環境等
不具合の原因調査を実施し て頂き たいと 考えます。 そのう えで接
続確認等協力さ せていただきます。

２ 東通
質問が多岐にわたる中， 優先順位をより 明確にし てご質問いただく こ と で， 必
要な情報をご連絡し やすく なると 思います。

優先順位等について適宜確認いただければ結構です。 ERC側でも
優先し てほし い事項は明示するよう 配慮し ます。

３ 女川
書画カ メ ラ の映像が悪いと いう こ と で， 伝えら れる情報量が格段に下がるこ と
から ， 書画カ メ ラ を使わずに情報を伝達でき る仕組みも 検討し ていき たいと 思
います。

書画カ メ ラ の改善含めご検討下さ い。

４
1 F/
2 F

以前は「 事業者が情報をいち早く 伝えら れるか。 」 に重点がおかれている印象
でし たが、 今回は手元に資料があるか（ 説明が理解し やすい状態になっ ている
か） に重点をおかれているよう に感じ まし た。 情報を資料に整えてリ エゾン経
由で配布するにはどう し ても タ イ ムラ グが生じ 、 そのタ イ ムラ グ中にも 事象は
進展するため、 早さ と 資料整理のどちら に重点を おく か、 そのバラ ンス感覚を
事前に事業者と 共通認識が図ら れていると 良いと 感じ まし た。

伝達いただく 情報については、 あら かじ めリ エゾン経由で提供受
けた状態で発話を聞く こ と ができ れば理解も し やすく 誤り も 防げ
るも のと 考えます。 スピード と 整理のどちら を優先と するかは発
生し ている事象の軽重によっ て異なり 、 訓練通じ て醸成が図ら れ
るも のと 考えます。

５
柏崎
刈羽

実ト ラ ブル発災当初の状況を考えると 、 COPを用いた適時的な説明から ERSS
／SPD Sによる説明を中心と し たも のに移行し ていく 方が良いと 思う 。

過去数年に発生し た福島県付近の地震によるEA L対応での経験を考えると 、
必要な情報が正確に盛り 込まれたCOPを作成・ 共有するこ と は難し く 、 通報
文・ ERSS・ ホッ ト ラ イ ン・ 電子ホワイ ト ボード ※の情報を 中心に、 総力を結
集し てやっ と ERC説明ができ ている状況でし た。 ERSS/SPD Sはリ アルタ イ ム
／詳細なパラ メ ータ の情報共有、 COPは全般状況の総括（ 数時間に１ 回程度で
全体状況を説明） に適し ていると 理解し ています。
※電子ホワイ ト ボード ： 発電所と 双方向にリ アルタ イ ムで情報共有が可能なホ
ワイ ト ボード

COPは事業者が自社プラ ント の状況や対応戦略等を規制委員会始
め対外的に的確に説明するために整備さ れたも のと 認識し ていま
す。 ERSSやSPD Sの情報は速報性が高いも のの瞬間的で資料の
形で残ら ないこ と から 、 ERCと し ては引き続き COPでの状況把握
を中心に、 補足的に適時なも のと し てERSS/SPD Sを活用すべき
も のと 考えています。

（ １ ） 即応センタ ーに対するERCプラ ント 班の対応について

○Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の能力の維持・ 向上のため、 事業者防災訓練において、 事業者のＥ Ｒ Ｃ 対応者及び
Ｅ Ｒ Ｃ にリ エゾン派遣さ れた者に対し アンケート をお願いし 、 1 8 5 件のご意見を 頂いた。 改善すべき
点、 気付き 事項と し て頂いた主な意見3 5 件について、 原子力規制庁の見解・ 回答を整理し た。

○令和５ 年度も 引き 続き 実施し ますので、 忌憚のないご意見をお願いし ます。

添付４

第１ ５ 回原子力事業者防災訓練報告会
（ 令和５ 年７ 月２ ６ 日） 資料１ より 抜粋
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２ Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班への事業者側の意見・ 要望

アンケート 結果（ 2 ／5 ）

1 7

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

６
柏崎
刈羽

ERSSは事業者・ ERCが双方向にリ アルタ イ ムで確認でき るツールなので、 説明
ではERSSを中心と し て、 不足する情報をCOP（ 弊社では「 目標設定会議
COP」 など） や備付資料等で説明するこ と で、 情報共有の精度・ 速度が向上す
るよう に思う 。 こ の際、 ERCから 内閣府等の他省庁等への説明のために要約・ 作
成するCOPのよう な資料のフ ォ ーマッ ト を共有し て頂ければ、 N RA （ ERC） が
より アウト プッ ト し やすい情報／レイ アウト のCOPを事業者で工夫し 、 提供す
るこ と も 可能であると 考える。

COPに対する考え方はN o5 のと おり です。
引き 続き 情報共有にあたっ ての精度や速度等の向上に取り 組んで
いただければと 思います。 なお、 Ｅ Ｒ Ｃ 内で作成する 資料につい
ては、 内部において引き 続き改善を継続し てまいり ます。

７
柏崎
刈羽

パッ ケージ資料やCOP類を電子データ でERCと 直接共有するこ と ができれば、
情報共有の更なる円滑化を実現でき ると 思う 。 すぐ に改善でき るも のではないが、
短期的には事業者から N RA へのiPad 等の貸与、 長期的には統合原子力防災ネッ
ト ワーク による資料共有などを 検討し て頂き たい。

情報共有にあたっ てのツールについては情報セキュ リ ティ にも 配
慮し つつＩ Ｔ 技術の進展を 適切に取り 入れるこ と が重要であり 、
引き 続き 事業者の意見も 聴きながら 改善に取り 組んでまいり ます。

８
柏崎
刈羽

マルフ ァ ンク ショ ン的な誘導と し て質問をし ておら れたのかも し れないのですが、
RPV 下鏡温度の進展など、 BW Rの重大事故時のRPV /PCV 挙動に精通し ておら
れるわけではないよう に感じ まし た。 事業者と し ては、 発電用原子炉の型式に精
通し ていない方に対し ても 理解し て頂く よう な説明、 回答に心がけるこ と も 必要
だと 思いまし た。

Ｅ Ｒ Ｃ から の質問に誤り や理解が足り ないと 思われる こ と があれ
ば都度確認いただく こ と が正確な状況理解に不可欠と 考えます。
引き 続き 的確な状況説明を 期待し ます。

９
東海
第二

ERSSの画面に関する問い合わせを原電リ エゾンに対し て行っ ていたよう ですが
（ 質問・ コ メ ント のメ モがERC即応班にまで回っ てき た） ， その際に疑問を 感じ
ら れたのが何の画面（ 画面N o .） で， 何のパラ メ ータ を確認さ れてのも のか， 合
わせて原電リ エゾンに伝えいただけると ， こ ちら も 当該画面を 誤まるこ と なく コ
メ ント の主旨を確認・ 理解でき るも のと 思いまし た。

リ エゾンに対する質問の際は具体的に行う よう 留意し ます。
一方、 リ エゾンにおいても 質問等を受けた際に不明確な点があれ
ばその際に確認する等コ ミ ュ ニケーショ ンの向上に配慮く ださ い。

1 0
東海
第二

初動対応チェ ッ ク シート と 火災区画図をＦ Ａ Ｘ 送信するよう 指示があり まし たが、
リ エゾン活動後は、 発話済み資料等は、 スキャ ンデータ をリ エゾンと 共有し てい
ますので、 リ エゾンに依頼願います。

Ｅ Ｒ Ｃ から の依頼について事業者側にてご希望があれば、 お手数
でも 冒頭やその都度Ｔ Ｖ 会議システムにて発話下さ い。

1 1 美浜

投影し ている画面をキャ プショ ンし 、 E RC内で情報共有する等の措置を と るこ と
ができないか検討をお願いし たい（ 理由： 書画装置の情報に対するFA X送付等を
頻繁に求めら れたが、 メ イ ンスピーカ ーが時々の状況をメ モ書き し 対応し たも の
を投影する最速の対応を行っ ており 、 事前にFA X送付する等の情報共有を行う 時
間は全く ない（ 即応センタ ーの技量をいく ら 上げても 、 今回のよう なFA X送付の
求めに対処するこ と は不可能と 考える） 。 こ のため、 短時間で情報共有する必要
があるよう な場合は、 FA Xと 異なる手段で紙情報を共有する手段を 構築し ておく
こ と が望まし い）

基本的に書画装置に映す情報については必ずし も 事前のＦ Ａ Ｘ 送
付までは必要なく 、 速やかに発話いただく こ と が重要と 考えます。
Ｅ Ｒ Ｃ においても 今後留意いたし ますが、 一方で、 発話終了後に
はFA X送付等を依頼する場合があり ますのでご理解く ださ い。
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２ Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班への事業者側の意見・ 要望

アンケート 結果（ ３ ／5 ）

1 8

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

1 2 高浜

地震に伴う Ａ Ｌ 判断後、 統原防システムでの接続が速やかに実施できず、 Ｉ Ｐ 電話での
やり 取り が先行し たが、 その際に統原防システムの接続は並行し て実施し 、 Ｉ Ｐ 電話で
の地震発生後のプラ ント 情報の共有を先行し て実施する方が実発災を考えると 重要であ
ると 考える。 本訓練では即応センタ ーから Ｉ Ｐ 電話での情報共有を するかと いう 問いか
けに、 情報共有より も システム接続を優先する発言があっ たので、 その点はERCと し て
どう あるべきかを検討いただき たい。

訓練の成立性を考慮し てご指摘のよう な発言と なっ たも の
と 考えますが、 実発災時において統原防システムが接続で
き ない場合にあっ ては、 IP電話始め速やかに共有でき るシ
ステムを柔軟に活用するこ と が肝要と 考えます。

1 3 高浜

書画装置を用いた情報共有に際し て、 資料全体を写すのではなく 、 説明箇所を 拡大し て
ほし いと いっ たニーズがリ エゾン経由で情報共有さ れたこ と から 、 即応センタ ー内で情
報共有をし 、 その後の説明に際し ては、 可能な限り 改善を図っ た。 リ エゾン経由での情
報共有がなければ、 その後の対応において、 ERCの求める情報提示の在り 方がなさ れず、
即応センタ ー側が気づかぬ内にERCに対し て、 フ ラ スト レーショ ンを与える可能性も 考
えら れるため、 説明箇所の拡大の必要があれば適宜T V 会議の発言の中でコ ミ ュ ニケー
ショ ンを図っ ていただき たい。 即応センタ ー側でも 、 可能な範囲で資料の投影状況につ
いて確認を行い、 ニーズに応じ て対応でき るよう に意識的に心掛ける。

Ｅ Ｒ Ｃ 側のニーズと し てお伝えし たも のか定かではあり ま
せんが、 こ れまでも ご指摘のよ う なＴ Ｖ 会議システムに関
する気づき があれば都度発話し てきており ます。 引き 続き
コ ミ ュ ニケーショ ンエラ ーが起き ないよう 配慮し て参り ま
す。

1 4 島根

ケーブル処理室で火災が発生し たが、 E RCプラ ント 班から 消火・ 鎮火についての確認は
あっ たが、 火災によるプラ ント 影響についての確認はなかっ た。 ケーブル処理室は多く
のケーブルが敷設さ れているエリ アであり 、 当該エリ アでの火災発生だっ たこ と から
種々の影響が想定さ れるため、 プラ ント 影響についての確認があっ ても 良かっ たのでは
ないかと 考える。

ご指摘のよう なプラ ント への影響については重要な視点と
考えます。 こ のよう な場合においては、 Ｅ Ｒ Ｃ から の発話
を待たずに事業者側から 適切に発話下さ い。

1 5 伊方

事業者から プラ ント 状況をご説明するためにERCに呼びかけた際、 関係者の方々が集合
し て打合せをさ れていたよう で、 呼びかけに対する応答に時間がかかっ たこ と があっ た。
刻一刻と 変化するプラ ント の状況を可能な限り 迅速にご説明する必要があるため、 ご都
合が悪く 応答でき ない場合は、 し ばら く 待っ てほし い、 などと 応答いただけると あり が
たいと 考える。

昨年度も 同様の指摘を いただいていまし たが、 改めて留意
し ていきます。

1 6 玄海

官邸に対し てEA L、 プラ ント 状況、 戦略等を詳細に説明する よう に指示さ れる場面が
あっ た。 1 0 条確認会議後、 ERCに対し てプラ ント 状況や戦略について説明を 実施し た直
後であり 、 事業者はその後のプラ ント 状況の確認、 情報の整理に追われているタ イ ミ ン
グであっ たこ と 、 過去に事業者から 直接官邸に説明し た経験がなかっ たこ と から 、 必要
性について疑問を感じ た。 プラ ント の状態が落ち着いたタ イ ミ ングであれば理解でき る
が、 原則、 官邸への情報共有はERC側で対応し ていただく べき ではないかと 感じ た。

プラ ント 状況についてはこ れまでも 状況が落ち着いたと こ
ろ でまと めの情報提供をお願いし てき たと こ ろです。 今回
は官邸プラ ント 班の接続のタ イ ミ ングと 重なっ たため依頼
し たも のですが、 まと めの説明についてはプラ ント 状況や
作業等踏まえたタ イ ミ ングで差し 支えあり ません。

1 7 玄海

プラ ント の状況説明の際、 EA Lの発信状況を伝えた後、 プラ ント 状況（ 戦略含む） を説
明し てほし い旨、 依頼さ れたが、 こ れまでこ のよう なコ メ ント を受けたこ と はなく 、 改
善事項にも 記載がなかっ たよう に思う 。 次回から は、 必要に応じ てEA Lの状況を優先的
に発言し たう えでプラ ント 状況を説明し たほう が良いのか。

Ｅ Ｒ Ｃ から はプラ ント 状況やＥ Ａ Ｌ の判断状況を踏まえて
説明をお願いするため、 回答方法等についてあら かじ め一
律に決めら れるも のではあり ません。 質問内容に応じ て柔
軟に回答下さ い。 24
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２ Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班への事業者側の意見・ 要望

アンケート 結果（ ４ ／5 ）

1 9

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

1 8 川内

ERCへ発信する情報については、 優先順位を付け提供するこ と で有益な情報をタ イ ム
リ ーに情報共有が図れる一方、 優先順位が低い項目は、 後回し になっ てし まう こ と があ
る。 そのため、 発言する機会を 逸し た場合の対応をどう すべき か（ リ エゾン経由で提供
する等） 、 検討が必要と 考える。

優先順位が低い情報の提供については、 リ エゾン経由か事
態進展の合間での発話など、 臨機応変に対応下さ い。

（ ２ ） ERCリ エゾンに対するERCプラ ント 班の対応について

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

1 9 泊
以前と 比較し 、 部屋の後方にディ スプレ イ が設置さ れたため、 前列を確認し づら い場合
があり 、 後方での作業がし にく く なっ たと 感じ た。

事業者リ エゾンブースには既にＥ Ｒ Ｓ Ｓ 用の端末と モニ
タ ーは設置さ れていますので活用く ださ い。

2 0 東通

状況付与資料の配布やリ エゾン の活動開始タ イ ミ ングがぼんやり し ていたので， 訓練当
日のERCコ ント ローラ ーと の調整を 行う 際に明確に決めるよう にし たい。

事業者防災訓練の計画段階において、 コ ント ローラ 間の
調整事項と し てリ エゾンの活動開始時間を含めて調整し
ており ますが、 活動開始時間については、 東北電力内で
訓練参加者に対し て事前の状況付与を徹底し ていただき
たいと 思います。

2 1 女川

書画カ メ ラ の画像が全く 見えない状態と なり ， 訓練中に改善でき なかっ た。 （ カ メ ラ 自
体は新品交換済） 東北電力から 原子力規制庁へのデータ 通信に何等かの課題があるも の
と 思われる。 （ データ 通信には帯域制限がかけら れているも のの， 他社は問題なく 通信
でき ていると 聞いている。 ） 通常の通信テスト では確認でき ず， 専門の業者による調
査・ 原因追及が必要と 考えるため， 受け入れおよびご協力をお願いし たい。

書画装置の問題については、 特定の事業者に多発し てい
るこ と を確認し ており ます。 まずは貴社の機器接続や
ネッ ト ワーク 環境等不具合の原因調査を実施し て頂き た
いと 考えます。 そのう えで接続確認等協力さ せていただ
き ます。

2 2 志賀

志賀１ 号の使用済燃料貯蔵プール水位低下に係るEA LについてFA Xで確認する旨発話が
あり まし たが、 G E判断時も FA Xで確認するのかと 違和感があり まし た。

既に原子炉関係でGEになっ ていて、 外部放出に繋がる恐
れのない使用済燃料貯蔵プールでの想定さ れている事象進
展であれば、 改めての事象認定会議の開催は不要であり 、
原子炉関係の対応を優先するこ と になり ます。 疑問点は適
宜確認いただければ幸いです。

2 3 志賀

大画面モニタ の右側のモニタ に模擬SPDSの画面を写し たかっ たが， 訓練当初は運用上
写すこ と ができ ないと 説明を受けた。 訓練途中で模擬SPD Sの画面に切り 替わっ たが，
どう いう 運用と し ているのか分から なかっ た。 訓練当初から 写し た方が良いのではない
かと 感じ た。

本件に関し ては、 事前調整にも かかわら ず規制庁側の担当
のコ ント ローラ の認識不足によ り 混乱を 与えてし まいまし
た。 今後は、 こ う し た事態と なら ない様に事業者と 確実に
調整を行いたいと 考えます。

2 4 志賀
略語について質問を受けるこ と が多かっ た。 備付資料に日本語名称と 略語の表があるの
で， 説明前に電力から こ れを共有し た上で説明を 開始する運用と し た方が良いと 感じ た。

回答にあたり 備付資料の該当箇所を紹介し ていただく こ と
で問題あり ません。
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２ Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班への事業者側の意見・ 要望

アンケート 結果（ ５ ／5 ）

2 0

N o 訓練 事業者から の主な意見 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ント 班の見解・ 回答

2 5 志賀

プリ ンタ ー， コ ピー機の用紙切れがあっ たが， 機器の廻り に予備の用紙がなく ， コ ント
ローラ に伝え， 用紙を補充し ていただいた。 実発災時はコ ント ローラ はいないため， 用
紙は機器の廻り に配備し ておき ， 気付いた人が補充でき るよう にし た方がよいと 感じ た。
（ 電力側でも 準備はし ておき ます。 ）

プリ ンタ ー用紙については定期的に補充する 運用と し まし
た。 なお、 実発災時に用紙切れ等を確認し た場合は、 近く
のプラ ント 班員に伝えて下さ い。

2 6 志賀
電力側でプラ ント 班の役割およびリ エゾンへのニーズを理解でき ると ， リ エゾンと し て
も スムーズな対応ができ るため， 相互の認識共有の場があると よいと 感じ た。 （ 今回の
訓練で本件に関連し た問題が発生し てはおり ません。 ）

訓練前に必要に応じ て備付資料の確認等で面談を実施し て
いますので、 ご要望があればお伝えく ださ い。

2 7 浜岡
以前と 比較し 、 部屋の後方にディ スプレ イ が設置さ れたため、 前列を確認し づら い場合
があり 、 後方での作業がし にく く なっ たと 感じ た。

本年度はＥ Ｒ Ｃ 内での作業改善のためディ スプレイ の位置
を変更し まし た。 作業スペースが限ら れますがご理解の程
よろ し く お願いし ます。

2 8 浜岡
今後、 リ エゾンを通じ て情報共有」 と し た場合に、 ERC側のコ ンタ ク ト パーソ ンを明示
し ていただいた方が良い。

資料配付担当に提示いただく よ う お願いし ます。

2 9 敦賀
資料配布先を綿密に認識合わせし ていなかっ たため， 開始直後はプレイ ヤーではない人
（ 見学者） に配布し ， プレ イ ヤーに配布さ れていないと いう 状況になっ てし まっ た。 こ
の人に渡すと いう と こ ろ まで， 事前に話し 合う こ と が必要と 感じ た。

リ エゾンの活動開始にあたっ ては現場においてよく 確認下
さ い。

3 0 島根
プラ ント 班リ エゾンへの質問について、 なぜその質問をし たのかを 意図も 含めて説明い
ただければ説明し やすいと 感じ た。

的確な回答のためにも 引き 続き 留意し ていき ます。

3 1 島根
前列のＥ Ｒ Ｃ プラ ン班リ エゾンのスペースが少し 手狭に感じ まし た。 フ ロント 側の席ではオンサイ ト 総括、 プラ ント 班長含め配

置さ れる人員のため現状以上のスペースを確保するこ と は
困難です。 ご理解の程お願いし ます。

3 2 島根
事業者リ エゾンが使用するプリ ンタ と 、 ERCプラ ント 班側で使用さ れるプリ ンタ を分け
るこ と で、 双方の出力を待つ時間や誤配布が防げるのではないかと 思いまし た。

優先順位等について適宜確認いただければ結構です。
ERC側でも 優先し てほし い事項は明示するよう 配慮し ま
す。

3 3 伊方
アンケート について、 設問１ １ 以降がＥ Ｒ Ｃ 対応者のみと 感じ てし まう ため、 様式を改
善願います。 （ 本来Ｅ Ｒ Ｃ リ エゾン班のみの設問は１ １ と １ ２ でし ょ う か）

設問1 1 及び1 2 のみがERCリ エゾン班を対象と し た質問
と なっ ており ます。 ご指摘の通り 、 誤解を招く 記載と なっ
ているこ と から 見直すこ と と し ます。

3 4 玄海
ERC内の床に電子○✕用ディ スプレイ 用のコ ード があり 、 対応者が引っ 掛かり 転倒する
恐れがあると 思っ た。

今後は当該モニタ ーは配置し ない方向で検討中です。

3 5 川内
即応センタ ーから の情報の疑問点について質問を 受けたため、 Ｔ Ｖ 会議にて回答するよ
う に即応センタ ーに依頼し たが、 実はリ エゾン経由の回答で良かっ たと 注意を受けた。
回答方法について指定があるのなら ば、 予め指示し て欲し かっ た。

事象の軽重に応じ て回答方法を 選択、 依頼し ていますが、
今後は回答方法が不明確と なら ないよう 留意し ていき ます。
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緊急時対応能力の実効性の向上に係る令和４ 年度の試行結果 

及び今後の方針 

 

令和５ 年６ 月１ ２ 日 

緊 急 事 案 対 策 室 

 

１ ． 経緯・ 趣旨1 

こ れまで、 緊急時対応能力の向上に向けた訓練のあり 方及び規制の関与につ

いて見直すべく 、原子力事業者と の意見交換をと おし て検討を 進め、以下に示す

各課題について検討を 進めると と も に、 原子力事業者と の間で共通認識の得ら

れた改善案について、 その成立性や有効性を 確認するため事業者防災訓練等に

おいて試行の実施について原子力事業者に対し て協力を 要請し 、 改善案の一部

については、 令和４ 年度に事業者防災訓練等において試行が実施さ れた。  

そこ で、こ れまで原子力事業者と 意見交換をし てきた（ １ ） 新たな中期計画に

基づく 継続的な緊急時対応能力の向上、（ ２ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓

練のあり 方及び（ ３ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与

のあり 方について、 令和４ 年度の課題の検討状況及び試行の実施状況並びに今

後の進め方を 報告する。  

（ １ ） 新たな中期計画に基づく 継続的な緊急時対応能力の向上 

（ ２ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり 方 

①多様なシナリ オによる訓練の実施 

②より 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を 伴う 訓練の実施 

③保安規定に定める訓練と 兼ねる事業者防災訓練の実施 

④自由度を 高めたマルフ ァ ンク ショ ンを導入し た訓練の実施 

（ ３ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与のあり 方 

①意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力の評価 

②より 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を 伴う 訓練の評価 

③保安規定に定める訓練と 兼ねる事業者防災訓練の検査・ 評価 

④事業者間ピアレ ビュ ー及び第三者によるピアレビュ ーの実施 

 

２ ． 令和４ 年度の課題の検討状況及び試行の実施状況並びに今後の進め方 

こ れまでの試行を踏まえ、（ ２ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり 方

については、令和６ 年度までに運用開始するこ と を 目指し 、令和５ 年度において、

既に有効性が確認さ れている多様なシナリ オによ る訓練及び広範囲な緊急時対

応組織の参加・ 連携を伴う 訓練の運用開始、令和４ 年度に課題等が確認さ れたマ

ルフ ァ ンク ショ ン を 導入し た訓練及び実施方法の検討を し てき た保安規定に定

める訓練と 兼ねる事業者防災訓練の試行を行う こ と と する。  

 
1 下線部は、 第７ 回原子力事業者の緊急時対応に係る 訓練及び規制の関与のあり 方に係る意見交換（ 令和 5 年 3 月 17 日） 資料２ から 、

試行結果等を踏まえて記載を見直し た箇所を示す。 以下、 本資料において同じ 。  

資料３  
添付５  

原子力事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与の

あり 方に係る意見交換（ 第９ 回）  資料３ ［ 抜粋］  
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また、（ １ ）新たな中期計画に基づく 継続的な緊急時対応能力の向上及び（ ３ ）

緊急時対応能力の向上に資する 訓練を踏まえた規制の関与のあり 方については、

令和７ 年度までに新し い仕組みによ る訓練に完全移行するこ と を 目指し 、 令和

５ 年度において、中期計画に基づく 継続的な緊急時対応能力の向上、原子力事業

者間のピ アレ ビ ュ ーに係る 持続可能な体制の構築、 第三者によるピ アレ ビュ ー

の実施等について、試行や検討を進めると と も に、その実施に必要な法令・ ガイ

ド の見直し の要否を検討する等の必要な環境整備に着手するこ と と する。  

詳細な取り 組みは以下のと おり 。  

 

（ １ ） 新たな中期計画に基づく 継続的な緊急時対応能力の向上 

原子力事業者の緊急時対応に係るすべての組織やその活動について、 ある

べき 姿と 照ら し 、 中期的に原子力事業者が目指す姿（ 中期目標） など定め、 継

続的な緊急時対応能力の向上に資する 新たな中期計画のあり 方について、 原

子力規制庁から 方向性を提示し 、 原子力事業者と 意見交換を し てき た。  

令和４ 年度は、関西電力株式会社 を 中心に、令和５ 年度以降の試行を 目指

し 、 新たな中期計画の策定要領等の検討が進めら れた。  

令和５ 年度から 令和６ 年度にかけて代表社において策定要領に基づく 中期

計画を 作成及び中期計画に基づいた訓練等を 実施し 、 一連の活動の有効性を

確認するこ と と する。また、令和７ 年度から の全事業者による本格的な運用開

始を 目指す。  

 

（ ２ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり 方 

① 多様なシナリ オによ る訓練の実施 

こ れまでの事業者防災訓練は、 原子力緊急事態（ Ｇ Ｅ ） に至ら せるため、 限

定的なシナリ オと なり がちであっ たと いう 問題点を 共有し 、 指揮者の判断能

力の向上に資する多様なシナリ オと し て、 Ｇ Ｅ に至ら ないシナリ オにより 期

待でき る 戦略の検討や立案に深みを 与える などの効果について、 原子力事業

者と 意見交換を し てき た。  

令和４ 年度は、 北海道電力株式会社の泊発電所及び日本原子力発電株式会

社の東海第二発電所の事業者防災訓練において、 Ｇ Ｅ に至ら ないシナリ オと

し て、 こ れまでの事業者防災訓練で用いら れるこ と がほと んどのなかっ た常

用系の設備を 活用し 事象を 収束さ せる訓練が試行さ れた。  

こ れら の訓練を通じ て、原子力規制庁においては、常用系の設備に関する仕

様や系統情報等、 備え付け資料の充実の必要性が認めら れる 等多く の改善す

べき 課題が見いださ れるなど、 有意義なも のであっ た。  

令和５ 年度から 、事業者防災訓練において原子力事業者の計画に基づき 、Ｇ

Ｅ に至ら ないシナリ オ等の多様なシナリ オによる訓練実施を 運用開始する こ

と と する。  
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こ れを 踏まえ原子力事業者は、 計画等命令2第２ 条第１ 項第７ 号の「 原子力

災害3を想定し た防災訓練の実施」 に基づき 、 こ れまでのＧ Ｅ に至る シナリ オ

による訓練の実施に加え、新たに、Ｇ Ｅ に至ら ないシナリ オによる訓練及びＧ

Ｅ に至るシナリ オによる訓練（ 要素訓練） を組み合わせて実施する必要がある

こ と から 、 こ れら 訓練の位置づけを 原子力事業者防災業務計画に定める必要

がある。 こ のため、 確認の視点4の改正を 視野に、 改正案（ 添付４ ） を訓練報

告会で議論し 、 その結果を 踏まえ必要に応じ て所要の手続を 経て改正する こ

と と し たい。その後、原子力事業者は、 原子力事業者防災業務計画の見直し 等

の必要な手続を 行う こ と と なる。  

 

② より 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を伴う 訓練の実施 

こ れまで、 緊急時対応に係る組織が必ずし も 全て参加し て訓練が実施さ れ

ていないこ と を 踏まえて、 支援組織等を 含めより 広範囲な緊急時対応組織の

参加・ 連携を伴う 訓練のあり かたについて、原子力事業者と 意見交換をし てき

た。 なお、核物質防護部門を 含む連携については、別途検討を 実施すると と も

に原子力事業者と 意見交換をし ている。  

令和４ 年度は、中国電力株式会社の島根原子力発電所、北陸電力株式会社の

志賀原子力発電所及び九州電力株式会社の玄海原子力発電所の事業者防災訓

練において、 支援組織等と 連携し た訓練が試行さ れた。  

令和５ 年度から 本格的に運用開始するこ と と し 、 事業者防災訓練において、

よ り 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を 伴う 訓練の実施を 求める こ と と

する。  

核物質防護に関する 連携については、 令和４ 年度の検討の中で抽出さ れた

課題について、引き 続き 原子力事業者と 意見交換を 進めるこ と と し 、令和５ 年

度中の試行に向けた検討を 進める。なお、運用開始の時期は試行の状況を 踏ま

えて検討するこ と と する。  

 

③ 保安規定に定める訓練と 兼ねる 事業者防災訓練の実施 

令和５ 年度は、 現行の現場シーケン ス訓練と 兼ねる 事業者防災訓練の試行

に加え、 緊急時対応能力の向上に資する手順書や体制を柔軟に活用する現場

シーケン ス訓練のあり 方について検討を 求める。 令和６ 年度以降の適用を 目

指し 、 その有効性や適用性について令和５ 年度末を 目途に検証結果を 取り ま

と めるこ と と する。  

 

 

 
2 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき 原子力事業者防災業務計画等に関する命令（ 平成二十

四年文部科学省・ 経済産業省令第四号）。 以下「 計画等命令」 と いう 。  
3 原子力災害対策特別措置法第２ 条第１ 号に定める「 原子力災害」 であり 、原子力緊急事態（ 放射性物質又は放射線が異

常な水準で原子力事業所外へ放出さ れた事態） により 国民の生命、 身体又は財産に生ずる被害をいう 。  
4 「 原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等について」（ 原規防発第 1710172）。 以下「 確認の視点」 と いう 。  
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④ 自由度を 高めたマルフ ァ ンク ショ ンを導入し た訓練の実施 

原子力規制庁が原子力事業者の訓練に積極的に関与し 、 訓練の実効性を 高

めるため、 検査官等が訓練中にマルフ ァ ンク ショ ンを設定するこ と について、

原子力事業者と 意見交換を し てき た。  

令和４ 年度は四国電力株式会社の伊方発電所のⅡ型訓練において、 こ れと

並行し て検査官によるマルフ ァ ンク ショ ン付与訓練を試行し た。試行では、予

め事業者訓練事務局と 原子力規制庁でマルフ ァ ン ク ショ ン リ スト を作成し 、

当日、Ⅱ型訓練の進捗に合わせ、検査官がこ のリ スト から マルフ ァ ンク ショ ン

を 選択し 、 マルフ ァ ンク ショ ン付与訓練の現場指揮者に付与する形で実施し 、

現場指揮者の判断を確認し た。  

令和４ 年度の実施方法は、 現場指揮者に対する 臨機の対応能力向上と し て

効果があると 考えら れる。 一方、今回の試行では、緊急時対策所や現場実動が

伴っ ておら ず、 マルフ ァ ンク ショ ンの設定と し てこ れら に対する 効果が確認

でき ていない。 引き 続き 、 他の訓練においても 試行が必要と 考える。  

令和５ 年度も 引き 続き 他の訓練においても 試行を 行う こ と と し 、 令和６ 年

度から の適用を 目指し 、 その有効性や適用性について令和５ 年度末を 目途に

検証結果を取り まと めるこ と と する。  

 

（ ３ ） 緊急時対応能力の向上に資する訓練を 踏まえた規制の関与のあり 方 

① 意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力の評価 

原子力災害の発生・ 拡大防止の観点から 、原子力施設での事故収束に向けた

活動が最も 重要であるこ と を踏まえ、事業者防災訓練における意思決定、現場

実動などの緊急時対応能力の評価のあり 方について、 原子力事業者と 意見交

換を し てきた。  

令和４ 年度は、東京電力ホールディ ングス株式会社を中心に、今後の試行を

目指し 、 新たな評価指標（ 案） について検討が進めら れた。  

令和５ 年度は、 新たな評価指標（ 案） に基づく 評価を 、 令和５ 年度に実施さ

れる 事業者防災訓練において試行する こ と と し 、 令和６ 年度から の適用を 目

指し 、 その有効性や適用性について令和５ 年度末を 目途に検証結果を 取り ま

と めるこ と と する。  

 

② より 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を伴う 訓練の評価 

上記（ ２ ） ②の訓練と 並行し て、 緊急時対応組織の実効性の評価や、 実発災

を 想定し た支援組織と の連携状況や連携時の課題の抽出及び改善状況の評価

について、 原子力事業者と 意見交換を し てき た。  

令和４ 年度は、 原子力規制庁において、 評価指標（ 案） を 策定し 、 北陸電力

株式会社の志賀原子力発電所及び九州電力株式会社の玄海原子力発電所の事

業者防災訓練において、評価指標（ 案）を用いた評価を試行し た。評価指標（ 案）

に基づく 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果及び詳細な比較検討結果を

添付 1 に示す。 比較検討結果の概要は以下のと おり 。  
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【 指標９ 】 緊急時対応組織の能力の向上 

９ －１ 緊急時対応組織の実効性向上に係る中期計画 

・ 中期計画の策定は別途検討中であり 、 今回の評価対象と はし なかっ た。  

９ －２ 緊急時対応組織の実効性向上に係る年度計画 

・ 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果は概ね一致し ている。  

９ －３ 緊急時対応組織の実動訓練 

・ 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果に差異が生じ た。  

・ 訓練計画時に緊急時対応組織の実動訓練を 行う 対象組織の確認をし たが、

その規模（ 参加人数、活動範囲等） の確認ができ ていなかっ たこ と から 、

実発災を 想定し た適切な規模で訓練が計画さ れ、 訓練が実施さ れたのか

について評価結果に差が生じ た。  

９ －４ 緊急時対応組織の実効性向上に係るより 現実的な実動を 伴う 訓練設定 

・ 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果に差異が生じ た。  

・ 現実的なシナリ オ（ リ アリ ティ のあるシナリ オ） ついて、 原子力事業者と

原子力規制庁の間での解釈が異なっ ていた。  

９ －５ 緊急時対応組織の実効性向上に係る支援活動の実施 

・ 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果は概ね一致し ている。  

・ なお、複数の要素訓練等を実施する場合の評価について、明確にする必要

がある（ 原子力事業者意見）。  

 

【 指標１ １ 】 訓練結果の自己評価・ 分析 

・ 原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果は概ね一致し ている。  

・ 今回は初年度の評価であり 、年度のＰ Ｄ Ｃ Ａ が途中であるこ と から 、昨年

度から の継続的な改善については評価対象外と し た。  

 

原子力事業者と 原子力規制庁の評価結果は概ね一致し ており 、一部、評価の

考え方を明確化する必要があるも のの、評価指標（ 案） の適用性は確認でき た

と も のと 考える。今回の試行を踏まえ、添付２ のと おり 、評価の考え方の記載

の明確化を図るこ と と する。  

令和５ 年度から 、より 広範囲な緊急時対応組織の参加・ 連携を 伴う 訓練を 運

用開始するこ と 、添付２ に示す評価指標（ 案） の指標９ 及び１ １ を令和５ 年度

の評価に取り 入れるこ と について、 訓練報告会において議論する。  

 

③ 保安規定に定める訓練と 兼ねる 事業者防災訓練の検査・ 評価 

令和５ 年度は、 上記（ ２ ） ③の試行を 踏まえ、 原子力検査における規制の関

与について見直し の要否を 検討し 、必要に応じ て、検査制度に関する意見交換

会合において検査ガイ ド 等の改正について議論し ていく こ と と する。  
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また、保安規定に定める訓練と 兼ねる事業者防災訓練の評価については、訓

練評価指標の適用性について検討し ていく こ と と する。  

 

④ 事業者間ピアレ ビュ ー及び第三者によるピ アレ ビュ ーの実施 

原子力事業者主体の評価に関し て、 現行の評価指標を 用いた事業者間ピア

レ ビ ュ ーや及び第三者によるピ アレ ビ ュ ーについて、 原子力事業者と 意見交

換を し てきた。  

令和４ 年度は、現行の評価指標を 用いた事業者間ピアレビュ ーについて、四

国電力株式会社の伊方発電所、 東京電力ホールディ ン グス株式会社の柏崎刈

羽原子力発電所、 関西電力株式会社の美浜発電所及び東北電力株式会社の女

川原子力発電所の事業者防災訓練において、試行さ れた。また、 第三者による

レ ビュ ーは、中部電力株式会社の浜岡原子力発電所、中国電力株式会社の島根

原子力発電所において、 原子力分野の外部専門家による評価が試行さ れた。  

 

○現行の評価指標による 業者間ピアレ ビュ ー等の試行 

現行の評価指標を 用いた事業者間ピ アレ ビ ュ ー結果、 原子力事業者による

自己評価結果及び原子力規制庁の仮評価結果、 並びに詳細な比較検討結果を

添付３ に示す。 比較検討結果の概要は以下のと おり 。  

 

【 指標２ 】 Ｅ Ｒ Ｃ プラ ン ト 班と の情報共有 

・ 事業者間ピ アレ ビュ ー及び原子力事業者による 自己評価と 原子力規制庁の

仮評価の結果に差異が生じ た。  

・ こ の差異は、評価者間で立場が異なり 、評価を行う 際の視点に違いがあるた

め等と 考えら れる（ 原子力事業者の自己評価は情報発信し た事実で評価、原

子力規制庁はプ レ ーヤーである Ｅ Ｒ Ｃ プラ ン ト 班が必要なタ イ ミ ン グで必

要な情報を 受信し たかアン ケート 調査し 評価、 事業者間ピ アレ ビ ュ ーでは

訓練のシナリ オや期待事項を 事前に把握し た者が評価）。  

【 指標３ 】 情報共有のためのツール等の活用 

・ 事業者間ピ アレ ビュ ー及び原子力事業者による 自己評価と 原子力規制庁の

仮評価結果（ Ｃ Ｏ Ｐ の活用） に差異が生じ た。  

・ こ の差異は、評価者間で立場が異なり 、評価を行う 際の視点に違いがあるた

め等と 考えら れる（ 原子力事業者はＴ Ｖ 会議の不調でＣ Ｏ Ｐ の画面共有が

遅れた事実等を 理由にＢ 評価、 原子力規制庁はＥ Ｒ Ｃ プラ ン ト 班が代替手

段（ Ｆ Ａ Ｘ 、リ エゾン等） により 必要なタ イ ミ ングで必要なＣ Ｏ Ｐ を入手し

ていたこ と 等から Ａ 評価）。  

【 指標４ 】 確実な通報・ 連絡の実施 

・ 事業者間ピ アレ ビュ ー及び原子力事業者による 自己評価と 原子力規制庁の

仮評価の結果に差異が生じ た。  

・ こ の差異は、評価者間で立場が異なり 、評価を行う 際の視点に違いがあるた
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め等と 考えら れる（ Ｆ Ａ Ｘ 不調の場面で計画等命令第３ 条に定める「 その他

のなるべく 早く 到達する通信手段」 による通報がさ れなかっ たが、原子力事

業者はＦ Ａ Ｘ 送信操作をし た事実でＡ 評価、 原子力規制庁は通報が未達の

ためＢ 評価）。  

 

上記以外の評価指標については一致し ており 、 原子力事業者と 原子力規制

庁の仮評価結果は概ね一致し ていると 言える。一部、評価の考え方を明確にす

る必要があるも のの、評価指標（ 案） の適用性は確認でき たと も のと 考える。  

令和５ 年度から 、 評価指標（ 案） を 用いた、 事業者間ピアレ ビュ ー及び原子

力事業者による自己評価を 運用開始するこ と と する。  

こ れを踏まえ原子力事業者は、計画等命令第２ 条第１ 項第７ 号の「 防災訓練

の実施及びその評価に関するこ と 」 に基づき 、こ れまでの自社による評価に加

え、 新たに、 ピアレビュ ー（ 事業者間及び第三者） 形式による評価を実施する

ための評価者の選定その他の評価の実施体制等について、 原子力事業者防災

業務計画に定める必要がある。こ のため、確認の視点の改正を視野に、改正案

（ 添付４ ） について、 ２ ．（ ２ ） ①と 併せて訓練報告会で議論するこ と と し た

い。  

 

また、事業者間ピアレビュ ーの試行を 通じ て、全ての事業者防災訓練で事業

者間ピアレビュ ーを実施し た場合、複数社の参加が必要であり 、日程調整の難

航や事業者防災訓練の実施に係る 負担の大幅な増加等の課題が確認さ れたこ

と から 、 持続可能な体制の構築やその実施方法について検討し た。  

令和５ 年度において、持続可能な体制の構築やその実施方法と し て、自主的

で効果的な訓練の実施が可能と なるよう 以下の２ 点を取り 組みたい。  

 

①全ての事業者防災訓練のう ち、事業者間ピアレ ビュ ーを４ 分の１ 程度、原

子力事業者による 自己評価を ４ 分の１ 程度導入する （ 残り は原子力規制

庁が評価）。 なお、 原子力事業者の要望や前年度の評価を 考慮する。  

②上記①の訓練は、評価指標は同一のも のと し 、原子力事業者の訓練事務局

等がＥ Ｒ Ｃ プラ ント 班を模擬し た上で、原子力事業者が評価する。その評

価結果は、 原子力規制庁が適切性を確認・ 評価する。  

 

○第三者によ るピアレビ ュ ー 

第三者によるレビュ ーは、 原子力分野の外部専門家による評価が試行さ れ、

事業者と は異なる視点から の気付き・ 課題が得ら れ、原子力事業者の自主的改

善が行われていると こ ろ。  

一方で、 原子力分野以外の外部有識者や海外の外部有識者による ピ アレ ビ

ュ ーを促すこ と と し 、 令和５ 年度においても 試行するこ と と する。  

 

以上 
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添付６ 

令和４年度Ⅰ型訓練結果及び令和４年度Ⅱ型訓練結果 

 

①Ⅰ型訓練 

＜PWR＞ 

実施日、 

対象発電所 

[令和２年度シナリオ] 

令和 4 年 9 月 9 日 

令和 5 年 2 月 10 日 

令和 5 年 3 月 2 日 

令和 5 年 3 月 10 日 

令和 5 年 3 月 30 日 

令和 5 年 4 月 14 日 

日本原電 敦賀発電所 

関西電力 大飯発電所 

北海道電力 泊発電所 

関西電力 高浜発電所 

九州電力 川内原子力発電所 

関西電力 美浜発電所 

[令和３年度シナリオ] 

令和 4 年 8 月 5 日 

令和 4 年 9 月 14 日 

令和 4 年 12 月 27 日 

九州電力 川内原子力発電所 

四国電力 伊方発電所 

関西電力 美浜発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータを用い、各社令和２年度及び令和３年度の

訓練シナリオ（炉の差異により細部は異なる）のもと、緊急時対策所

及び中央制御室の指揮者の判断、対応に応じて事故の状況が展

開するシナリオにより、その判断、対応を評価 

 

＜BWR＞ 

実施日、 

対象発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

令和 4 年 4 月 20 日 

令和 4 年 5 月 25 日 

令和 4 年 6 月 17 日 

令和 4 年 6 月 22 日 

令和 4 年 6 月 29 日 

令和 5 年 3 月 15 日 

令和 5 年 3 月 30 日 

日本原電 東海第二発電所 

東北電力 女川原子力発電所 

東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

中国電力 島根原子力発電所 

東北電力 東通原子力発電所 

中部電力 浜岡原子力発電所 

北陸電力 志賀原子力発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータ又はＢＷＲ運転訓練センターのシミュレータを

用い、令和３年度の訓練シナリオ(炉の差異により細部は異なる）のも

と、緊急時対策所及び中央制御室の指揮者の判断、対応に応じて

事故の状況が展開するシナリオにより、その判断、対応を評価 
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②Ⅱ型訓練 

実施日、 

実施発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

令和 4 年 4 月 21 日 

令和 4 年 4 月 27 日 

令和 4 年 9 月 27 日 

令和 4 年 11 月 22 日 

令和 4 年 11 月 25 日 

令和 5 年 1 月 31 日 

令和 5 年 2 月 2 日 

令和 5 年 3 月 3 日 

令和 5 年 3 月 9 日 

令和 5 年 3 月 10 日 

令和 5 年 3 月 23 日 

令和 5 年 3 月 28 日 

令和 5 年 3 月 29 日 

令和 5 年 3 月 30 日 

令和 5 年 5 月 22 日 

令和 5 年 5 月 24 日 

令和 5 年 5 月 25 日 

 

北海道電力 泊発電所 

東北電力 女川原子力発電所 

北陸電力 志賀原子力発電所 

中部電力 浜岡原子力発電所 

東北電力 東通原子力発電所 

中国電力 島根原子力発電所 

四国電力 伊方発電所 

関西電力 美浜発電所 

日本原電 敦賀発電所 

関西電力 大飯発電所 

日本原電 東海第二発電所 

九州電力 川内原子力発電所 

九州電力 玄海原子力発電所 

関西電力 高浜発電所 

東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

東京電力ＨＤ 福島第二原子力発電所 

東京電力ＨＤ 福島第一原子力発電所 

概 要 各社令和３年度の訓練シナリオ（可搬型設備の差異により細部は異

なる）のもと、現場の対応能力向上につながる不測事態を発生させ、

その対応を観察し、良好事例、改善事項を抽出 

・可搬型設備を出動させ、ケーブル展張、接続を行い、電源供給を

行う。 
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各種の原子力防災訓練 参考

参加者
国の関係機関 原子力事業者 自治体

住民、
民間機関等実施主体

国
（総合防災訓練・年１回）

○原子力災害対策本
部で原子力発電所の
被災状況を把握
○IAEAへの通報等の
海外対応
○原子力規制庁の広
報官による会見
○国要員の緊急輸送
（OFC派遣）

など

○発電所における事
故制圧
○発電所と本店に事
故対策本部を設置し
緊急時対応を指揮
○国等の関係機関と
の通報連絡
○発電所構内におけ
る傷病者に対する応
急措置や医療機関の
受け入れ

など

○PAZ内の住民の避
難先の確保
○UPZ内の住民へ屋
内退避を指示
○安定ヨウ素剤の配
布
○UPZから一時移転
時の車両や住民に対
する簡易除染
○警察等による交通
規制・警戒警備
○除染必要者の搬送
等の医療

など

○バスや自家用車に
よる避難
○避難退域時の医師
による医療救護
○（原子力災害拠
点）病院における被
ばく傷病者等の受け
入れ、入院患者の搬
送手順の確認

など

原子力事業者
（年複数回）

○原子力災害対策本
部で原子力発電所の
被災状況を把握

など

同上

○原子力事業者から
の通報連絡
○住民避難

など

—

自治体
（防災訓練・年１回）

○内閣府、海上保安
庁、陸上自衛隊、海
上自衛隊等が住民の
避難等を支援

など

○発電所における事
故制圧
○国や自治体との連
携
○通報連絡

など

○広域避難
・安定ヨウ素剤配布
・UPZから退域時の
簡易除染
○愛護動物を含めた
避難の受け入れ
○緊急時モニタリン
グ

など

○屋内退避
○バスや自家用車に
よる避難
○除雪事業者による
除雪

など

訓練の実施主体と主な訓練項目の例
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